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前回の近畿インフラＤＸ推進本部会議の
内容
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これまでの経緯
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R4.６.3

近畿インフラDX推進本部会議

・・・DX各部会のR４ 成果報告、R５取組方針 確認

R４.６.17

・インフラDX推進幹事会
・i-Construction推進幹事会

・インフラDX部会長会議

・DX各部会のR4取組成果、R5取組方針報告

R５.１.23

・インフラDX推進幹事会
・i-Construction推進幹事会

・R4取組方針の確認

・DX各部会のR4取組方針の報告

・インフラDX部会長会議

R５.2.22

R4.12.19
・R4年度成果、R5年度方針とりまとめ

R5年度も同様のスケジュールで実施予定
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令和3年度第1回近畿地方整備局インフラDX推進本部会議における課題点や意見など

前回（2/17）ご意見 対応（案）

1
成果を早く求める取り組みと、長期的に
実現していく取り組みを分ける。

「資料ー２－２」の共通様式-1で
検討テーマを「短期」と「長期」に
分類して記載。

2
DXについて最新の情報を収集し、各部
で活用していくことが必要である。

「資料ー２－２」の人材育成支援
部会の報告及び「資料－２－３」
にて整理した結果を記載。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近畿のインフラDX推進体制

令和４年度 第１回

近畿地方整備局 インフラDX推進本部会
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近畿インフラＤＸ推進本部 ※本部長：局長
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Ｉ-Con推進幹事会インフラＤＸ推進幹事会

行政手続きなどサービスの変革

現場の安全性や効率性を向上

仕事のプロセスや働き方を改革

・行政手続き等の迅速化
・暮らしにおけるサービス向上
・暮らしの安全を高めるサービス

・安全で快適な労働環境の実現
・AI等の活用による効率化
・デジタルによる技能取得効率化

・調査業務の変革
・監督業務の変革
・点検・監理業務の変革

R2年12月 近畿インフラDX推進本部を設置
R3年 4月 近畿インフラDX推進センターを設置

具体的なアクション

-

インフラ分野のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

○近畿地方整備局における推進体制
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DXを支える環境の実現

・デジタルデータを用いた
課題の解決

・3次元データ活用環境の整備

これまでの開催状況
本部会議 ３回
推進幹事会 ６回



インフラ分野の DX を通じて達成する目標 「国民サービスの向上」「職員の働き方改革」「業界の生産性向上」 

○様々なインフラデータをデジタル化し、自由に活用できる環境が整うことにより、様々なサービスの提供が可能となり、設計から維持管理が高度化するほか、働き方改革が進み、生産性向上につながります。近畿地方整

備局では、これまで生産性向上としてり組んできた i-Construction をより深化させるため、インフラ DX を推進していきます。 
○近畿地方整備局において、DX を通じて達成する目標について、職員の働き方改革、業界の生産性向上、国民サービスの向上の観点から整理し、これらの実現に向けて各部会にて取り組みを推進します。 
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推進部会 
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推進部会 
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人材育成 

支援部会 

共通 

国
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

コミュニケーション

・３D、VR 等の活用による住民説

明の向上 

・視覚化による理解度向上の期待 

災害復旧現場の早期復旧 

・無人化施工による応急復旧の迅

速化 

インフラ整備の効率化 

・交通規制時間の短縮 

・事業効果の早期発現 

 安全・安心な通行確保 

・道路利用の障害事象を早期発

見・処理を行い、高レベルのイ

ンフラサービスを提供 

快適な道路利用 

・デジタル技術を活用し道路利用

者へリアルタムな規制情報・渋

滞（予測）状況を提供 

防災施設機能の確保 

・遠隔支援による的確なオペレー

ション 

出水時の着実な退避誘導 

・ドローンによる人識別 

阪神港における CONPAS の導入 

・コンテナターミナルのゲート前

混雑の解消やコンテナトレーラ

ーのターミナル滞在時間の短縮

を図ることで、コンテナ物流の効

率化及び生産性向上を実現 

地域の守り手としての存在意義 

・地域から建設業の存在意義の深

化（情報発信） 

行政手続きの効率化 

・受発注者間の書類の受け渡しの

効率化 

職
員
の
働
き
方
改
革 

判断・調整の迅速化

・設計段階での施工計画 

や関係者協議の迅速化

・関係者間のデータ共有など情報

共有強化 

・出来型計測と管理の効率化 

 

・設計段階で維持管理面のチェッ

ク機能容易化 

・設計・施工データの活用の改善 

監督業務の効率化 

・段階確認頻度の減少 

 

 

移動による時間ロス削減 

・現場への移動時間短縮（監督、

検査、web 会議） 

・工事量増加期間中の対応が可能 

・遠隔検査の傍聴見学による若手

技術者の育成 

道路巡視の省力化 

・日常巡回結果の収集整理及び 

対応指示業務の省力化 

・情報共有の迅速化 

 

道路管理データの一元化 

・各種道路管理データ活用の効率

化 

・許認可事務の省力化 

巡視体制の効率化 

・ドローンによる遊水地巡視（省

人化） 

・遠隔による施設点検支援 

（診断・対応の効率化） 

緊急対処能力向上 

・遠隔による緊急操作支援 

（専門技術支援） 

港湾建設現場の省力化 

・ドローンを活用した港湾施設の

3 次元点群データを取得し、維

持管理の省力化 

被災状況の把握 

・ドローンを活用した 3 次元点群

データの活用により被災時の

使用可否判断の迅速化 

 

能力の向上 

・データ活用による技術力 

・思考力向上 

業務効率向上 

・働き方意識の変革 

 

働き方意識の改革 

・Web 会議や非接触・リモートに

よる移動時間短縮 

・DX を活用した働き方の浸透 

業
界
の
生
産
性
向
上 

設計、施工の品質向上 

・設計段階のミス防止 

・出来形管理の高度化 

・品質管理の迅速化 

作業効率、安全性の向上 

・設計、施工データの共有による

作業、品質、出来形管理の効率

化 

・現場危険箇所の事前チェックに

よる事故防止 

作業員の安全性向上 

・無人化による安全性向上 

現場作業の早期完了 

・ICTによる作業効率向上 

作業の効率性改善 

・手待ちロスの解消 

・日程調整の改善 

・工事進捗の迅速化 

作業の効率化・高度化 

・日常巡回の作業軽減 

・点検技術の品質向上 

 

占用物件等管理の高度化 

・埋設管路等の事故防止 

作業の効率化 

・巡視診断支援・対応立案の効率

化 

緊急対処支援 

・緊急対処支援の迅速化、対応体

制の省人化 

 

 

 

港湾建設現場の省力化 

・BIM/CIM およびリモート技術

を活用した省力化・生産性向上 

 

 

働き方意識の改革 

・DX 効果の実感 

経営者意識の改革 

・地域の守り手意識への変革 

データ活用環境の改善 

・クラウドを活用したデータ共有 

・書類のデジタル化による迅速化 

 

        

実
施
に
伴
う
課
題
等 

事業コストへの影響 

・生産性向上の評価手法検討 

コンサルタント・施工業者の業務

量 

・仕様の統一化、円滑な引継ぎ 

データの管理、活用 

・プラットホーム 

建設コストへの影響 

・生産性向上の評価手法検討 

企業の設備投資 

・補助メニューの検討 

技術者育成 

・DX 推進センター拡充 

技術力の維持 

・遠隔臨場と現場臨場の適切な使

用（使い分け） 

 

基準や仕組みの整備 

 

デジタル技術の発掘 

・導入コスト及び更新性を容易に

した汎用性のある技術の発掘 

データの管理・活用 

・共用性、互換性のあるデータの

管理・活用 

・プラットフォームでの一元的な

データ活用 

現場力の維持 

・遠隔と臨場の適切な使用 

遠隔支援体制 

・後方支援要員の継続的 

な体制のあり方 

港湾全体における対応の統一 

・全国での運用の統一として、 

港湾における様々な情報を有

機的に取り扱う「Cyber Port

（サイバーポート）」の構築 

 

制度の普及・定着 

・資格等のインセンティブ検討 

データプラットフォームの構築 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

各部会の取り組み

資料－２－２
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令和５年２月２２日
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検討テーマ R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
BIM/CIM活用の推進・高度化

BIM/CIM活用による働き方改革

BIM/CIM推進（土木）

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・令和5年度からのBIM/CIM原則適用におけるBIM/CIM活用の推進・高度化
・設計-施工-維持管理の建設生産プロセスを通じたBIM/CIM活用による品質向上や働き方改革

目的・目標

【BIM/CIM活用の推進・高度化】
・活用目的を踏まえたBIM/CIM活用の

推進・高度化
【BIM/CIM活用による働き方改革】
・設計3次元モデルの施工での活用
・維持管理段階における3次元モデル

の活用方法検討

【BIM/CIM活用の推進・高度化】
・BIM/CIM担当者会議・事務所向け説明会の実施
・講演等における事例紹介や意見交換の実施
【BIM/CIM活用による働き方改革】
・国総研DXデータセンターの活用
・設計データの受け渡しに向けた環境整備
・本省・学識者・豊岡と連携した基準類の改定検討

原則適用開始

検討メンバー
リーダー：技術開発調整官
事務局 ：技術管理課
構 成 ：河川工事課、道路工事課
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（短期）推進事務所における先行的取組

（長期）活用業務・工事の拡大・高度化

（短期）設計データの受け渡し検討
（長期）ＤＸデータセンターの活用

（長期）継続的な局内周知・拡大

課題の抽出

先行的取組
他事務所への

水平展開

課題の周知・対応

試行工事の拡大 実施方針に基づく詳細設計・工事（全面実施）

局内周知の拡大・継続研修・担当者会議・BIM/CIM説明会の開催

データセンター利用方法の周知
モニター事務所での活用試行 データセンターの活用拡大

（長期）i-Conモデル事務所（豊岡）での検討 関連基準類改定に向けた検討・調整 検討・調整の継続と検討結果の水平展開

関係業団体への対応策の周知・改善



BIM/CIM推進（土木）

内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

BIM/CIM活用の
推進・高度化

BIM/CIM活用に
よる働き方改革

四半期毎
スケジュール

R4年度に
達成すること

令和5年原則適用に向けた実施方針及び発注者としての実施事項に関する局内周知
BIM/CIM活用による生産性向上のため、3次元モデルの後工程での活用手法の検討・周知
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インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

： 計画 ： 実施

担当者会議等
での周知

活用業務及び工事のフォローアップ調査

国総研DXデータセンターの運用

BIM/CIM説明会

本省・学識者・豊岡と連携した基準類の改定検討

設計データ受け渡し検討

BIM/CIM原則適用実施方針に関する
調整・周知



BIM/CIMフォローアップ調査結果
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BIM/CIM活用業務の件数は横ばい傾向となっているが、令和4年度上半期時点での実施率は
66%となっており、活用工事とともに拡大傾向にある。
令和5年度からの原則適用に向け、更なる活用を推進するため、新たに策定された実施方針の局
内周知を図る。
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BIM/CIM担当者会議・事務所向け説明会の開催

日 時：令和4年6月30日（木）10時～16時
開催方法：WEB形式
参 加 者：各事務所BIM/CIM担当者など140名が参加
【議題】●推進事務所9事務所における令和3年度実施状況報告

●国総研DXデータセンター利用方法説明
●BIM／CIM関連報告事項

・令和5年度BIM／CIM原則適用に向けた取組方針
・BIM／CIM関連基準類の改定概要

●意見交換（その他、質疑応答）
【課題】意見交換の時間が足らず十分な議論が出来なかった

⇒ 会議時間・議題の見直しを検討

○BIM/CIM担当者会議
令和5年度からのBIM/CIM原則適用に向けて、整備局職員と目標を共有することを目的に、令和3年度推進事務
所の紹介や、BIM/CIM活用の現状について情報を共有
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○事務所向け説明会
令和5年度からの原則適用に向け、原則適用の実施方針（案）及び
BIM/CIM活用業務・工事における発注者の手続き内容、3次元CAD
の操作概要を周知

日 時：令和4年12月2日（金）14時30分～16時30分
令和4年12月7日（水）14時30分～16時30分

開催方法：WEB形式
参 加 者：整備局職員、発注者支援業務従事技術者など約350名が参加

【議題】●実施方針（案）、BIM/CIM活用業務・工事発注時の手続きの説明
●3次元CADソフトの操作概要説明
●意見交換（質疑応答）

【課題】原則適用の実施方針と今年度の実施内容との違いが十分に理解されなかった
⇒ 対象業務・工事に求められる実施項目の事例を整理し、再周知する

BIM/CIM活用の推進・高度化に向けて、原則適用の実施方針や実施項目の事例紹介等、
整備局職員への周知徹底を図る。



国総研DXデータセンターの運用開始

令和4年4月より国土交通省職員向けに運用開始が開始された国総研ＤＸデータセンターが、12月より
受注者利用領域の運用が開始され、DXデータセンターの全ての機能が利用可能となった。
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■DX データセンターにおけるモニター事務所の概要
DXデータセンターの有償ソフトウェアのユースケースや利用ニーズ、

課題等について、検証を行うため、各整備局等において1事務所をモニ
ター事務所として指定。

モニター事務所による検証を通して得られる知見は、今後のDXデータ
センターの構築計画にフィードバック。

■モニター事務所（紀南河川国道事務所）の取り組み
すさみ串本道路における工事受注者（地元企業）2者と

協力し、DXデータセンターの受注者作業領域を実際に
利用することで、作業性や操作性等を検証

データセンターの利用拡大に向け、モニター事務所である紀南河川国道事務所と連携し利用方法の
フォロアップを行うとともに、事務所向け説明会の開催等により、利用方法の周知を図る。



設計データの受渡しに向けた環境整備
設計段階で作成した土工3次元モデルが施工段階で活用されていない課題に対して、論文公開
により、関係者への課題の周知を図るとともに、AUTODESK社との意見交換を通じ、
『J-LandXML形式』の作成に関する対応策を実施。
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○6月15日
令和3年度に検討したJ-LandXML作成方法が認知されていない

という課題を共有
○7月28日

J-LandXML作成方法が認知されていないことへの今後の対応方
針を確認
○9月

AUTODESK社HPにおいて「J-LandXML入出力方法」を公開
⇒ 建設コンサルタンツ協会へ情報共有

近畿地方整備局研究発表会において「土工3次元
モデルを用いた設計～施工段階のBIM/CIMデータ
連携におけるJ-LandXML活用に関する考察」として
論文を公開。

ソフトウェアベンダーや建設コンサルタント業界に
対して、 J-LandXML作成に関する課題を周知。

論文公開 関係者との調整



本省・学識者・豊岡と連携した基準類の改定検討
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時期 連携状況

5月13日 本省技術調査課と令和4年度検討方針の調整

6月13日 本省アドバイザリーミーティングへ検討状況報告

10月12日 本省技術調査課へ検討状況報告

12月12日 アドバイザーへ検討状況報告

12月19日 本省技術調査課へ検討状況報告

1月19日 本省BIM/CIM推進委員会へ検討状況報告

i-Constructionモデル事務所である豊岡河川国道事務

所において、本省大臣官房技術調査課とアドバイザーで
ある京都大学大西名誉教授と連携し、BIM/CIMに関連
する基準類の改定に向けた検討を実施。

2次元図面の少量化及び省略、数量の自
動算出

３次元データを契約図書とする工事に向けての
検討
［概要］
3次元データ契約図書化に向けたBIM/CIMモデ
ルの構築および効果・課題の検討
［令和4年度の取組内容］
①発注図面の情報を網羅するBIM/CIMモデル
の構築、モデルからの数量算出を実施。
②検証を通じた可否の確認、課題（作業手間、
構築・算出、運用面）の抽出。

３次元データをICT施工に用いる場合の効果的
な活用方法に関する検討
［概要］
昨年度基準化された暫定運用土工モデル
（LandXMLサーフェス）に基づいた、設計データ
を施工段階で活用できるか検証し、活用シーン
を整理
［令和4年度の取組内容］
①フィールド検証にて、暫定運用土工モデル
（LandXMLサーフェス）が施工者で活用できるこ
とを確認。
②暫定運用土工モデル（サーフェス）と横断デー
タ（J-LandXML）それぞれの活用が適する場面
を整理。

維持管理のための統合プラットフォーム活用に
関する検討
［概要］
点群とラインデータを組み合わせた「豊岡モデ
ル」の検討深度化を実施。
［令和4年度の取組内容］
①IC区間での３Dラインデータの構築を実施。
②豊岡モデル実現時の現状・将来をビフォーア
フターで評価。

ICT施工と連携した建設生産システムの
効率化

建設管理システムの一元化・高度化

豊岡河川国道事務所における検討課題

「豊岡モデル」
データ容量の小
さい３Dライン
データに属性情
報を紐付けること
により、維持管理
データを一元管
理

ビフォー・アフターの事例（確認困難部の状況確認）

日高神鍋高原ICの
３Dラインデータ

横断データの活用が適する場面

橋梁を対象に3次元モ
デル構築及び数量算
出を行った結果、2次
元図面での作業と比較
して約2.5倍の作業手
間を要する
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○インフラDXシンポジウムにおける意見交換
「地域建設業からBIM/CIM施工への挑戦」というテーマでパネルディスカッションを実施。3次

元モデル活用に係る地域の建設業界の取組と課題について意見を交わしました。
パネルディスカッションの様子

コーディネーター
立命大 建山教授

パネリスト
地元建設業4社と近畿地整のほか、
管内７府県の建設業協会とオンライン中継

BIM/CIM活用に係る施工者・設計者との意見交換の実施

○BIM/CIM施工研修における意見交換
施工者・設計者を対象としたBIM/CIM施工研修において、研修受講者と講師による意見

交換を実施し、各分野でのBIM/CIM活用にかかる課題を共有しました。

■参加者からの意見

（設計者）

「施工で設計データが利用できると聞き、モチベーションになった。施工

で使えるデータとなるよう、設計段階で配慮していきたい」等。

（施工者）

「データの削除の方が楽なため、全ての設計データ（BIM/CIMデータ）を

提供してほしい。実際演習をやってみて内製化できると感じた」等。

意見交換の様子

■パネリスト（地域建設業）からの意見

「3次元データの活用により、技術者の現場をイメージする能力が低下

し、技術者育成という観点では弊害もある」

「ICT施工用に作成されたサーフェスデータがあれば効率的に作業が可

能となる。3次元データを自ら扱える技術者がいれば効果的」

「3次元データを地元説明に利用することで、住民の理解が進むとともに、

建設業のイメージアップにつながった」、

「3次元データの活用に向けて、受発注者間で解決すべき課題がある。

継続的な意見交換により、解決していきたい」等。



検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

設計から維持管理段階まで一貫したＢIMの活用に向
けた試行

施工BIMの事例の蓄積

BIM/CIM推進（営繕）

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・建築物の生産プロセス及び維持管理における生産性向上を図る（継続）

目的・目標

・BIM活用業務及び工事の普及推進
・設計から維持管理段階まで一貫した

BIMの活用に向けた試行（継続）
・EIR（発注者情報要件）の試行（全国

案件）における情報収集
・施工BIMの事例の蓄積

〇発注者指定による「一貫したBIMの活用を
前提とした設計図書の作成及び納品等」を
試行（継続）
・試行内容の実施、確認
・ＢIM環境の整備、職員の操作研修等

〇EIRの試行（全国案件）における情報収集
〇施工BIMの事例の蓄積、地方公共団体、民間

への情報提供
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検討メンバー
リーダー：営繕品質管理官
事務局 ：技術・評価課
構 成 ：技術・評価課

EIR（発注者情報要件）の試行（全国案件）におけ
る情報収集

共通様式－１



BIM/CIM推進（営繕）

内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

設計業務につい
て、発注者指定
のＢＩＭ活用案件
の実施、検証

受注者提案によ
る施工ＢＩＭの活
用検討及び事例
の蓄積

インフラDX
推進幹事会

部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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Ｒ４年度に
達成すること

・工事施工者にＢＩＭデータを引き継ぐことを前提とした発注者指定による設計業務の発注
と受注者提案による施工ＢIＭの実施（継続）

設計ＢＩＭの実施（継続）

施工ＢＩＭの活用検討（技術提案の整理）

施工ＢＩＭ活用への検証

ＢＩＭ環境の整備 操作研修（継続）

事例の蓄積（継続）

部会長
会議

共通様式－２



近畿地方整備局営繕工事 BIMの活用（設計BIM）

CADを活用した設計・
施工

BIM活用により、受発注者共に設計・施工の効率化・生産性向上
【 設計段階 】（設計BIM）

BIM
データを
引き継ぐ

【 施工段階 】（施工BIM）

設計段階のBIMモデル 仮設モデル デジタルモックアップ

BIMの活用拡大に向け、BIMデータの納品や、BIMを用いた成果図書の審査等に対応するため、設計担当課にＰＣ等
の環境整備を実施。（BIM用高性能PC等を配備）

BIMによ
る試行内

容

〇工事施工者にＢIMデータを引き継ぐことを前提とした設計業務の試行（実施中：国立京都国際会館展示施設増築設計業務）

Ｒ４年度 取組み概要

●設計方針の策定 ●法令上の諸条件の調査 ●上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査
●設計条件等の整理 ●シミュレーション（ＣＦＤ解析）の実施
●設計図書の作成（一般図確定レベルまで） ●概算工事費の検討
●発注者へのBIMを用いた設計内容の説明等

●施工段階へ引き継ぐための工夫や課題等に関する報告を求める
●BIM作業に要した期間及び人員数について報告を求める（ＢIMを用いないで実施した場合と比較）

〇ＢＩＭ環境の整備
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試行後



近畿地方整備局営繕工事 BIMの活用（施工BIM）

他業者との施工取合いや、メンテナンススペースの調整が
事前に行え、施工をスムーズに行えるようにした。

天井内空間が狭隘なため、ダクト及び配管の収めについ
て検証を含めた事前確認作業を行った。

２次元平面・断面図

3次元データとして可視化し、繰り返しシュミレーションする事で施工図での納まり
の確認や干渉の是正を行い、確実で手戻りのない施工が可能となった。

施工性の確認が容
易で、施工計画の検
討が円滑かつ短期
間で行うことが出来る。

建て方ステップ毎の、
揚重機の選定と設
置位置の検討

鉄骨建方工事の施工シミュレーション

鉄骨建て方の揚重機の選定や狭隘場所における建て方最終時点の揚重機の
設置位置の検討を行うことにより、施工の効率化が可能となった。

鉄筋、アンカーボルト等との干渉を確認 施工図として出力し確実な施工に繋がる

干渉チェック、施工図の作成 設備取り合い、干渉チェック

施工手順の検討・確認 メンテナンス性の調整

配管取合いやメンテナンスス
ペースを確認

天井内配管等の取合い確認
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〇令和４年度以降の発注の技術提案型工事においても引き続き、求める提案テーマを、「生産性向上技術の
提案」を評価の必須テーマとする。

〇受注者提案による、施工BIMの活用事例



近畿地方整備局

※1:Building Information Modelling

官庁営繕事業における生産性向上技術の活用について
～令和４年度官庁営繕事業における生産性向上技術の活用拡大～

BIM※1の取組

成果図書の一部をBIMで作成・納品 提供されたデータを元に施工BIMの実施

設計段階 施工段階

BIMデータ
の提供

維持管理段階

提供されたデータの維持管理段階
での活用を検証

運転・監視 警備 清掃

点検 保守 改修

●官庁営繕事業における一貫したBIMの活用（試行）
令和３年度に発注したPFI事業において、維持管理段階までの一貫したBIMの活用に向けた試行を実施

●新たに作成したEIR （発注者情報要件） 試案を活用し、設計BIM・施工BIMを試行

施工者へのBIMモデルに関する引継ぎ
資料の作成

設計BIMモデルと引継ぎ資料を工事発
注手続きで参考提示
BIM調整会議（仮称）の実施

BIMデータ
の提供
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国
19%独立行政法

人
2%

政府関連企業
等…

都道府県
27%

市区町村
28%

地方公
営企…

その他
3%

公告件数 ICT実施 公告件数 ICT実施 公告件数 ICT実施
全国 2,246 1,799 2,420 1,994 2,313 1,933
実施率
近畿地整 330 216 306 230 110 82
実施率

84%

65% 75% 75%

R1 R2 R3

80% 82%

ICT施工部会・人材育成支援部会 ～背景～

• ICT土工の直轄での
実施率（R3年度）は
全国も近畿も約8割

• 施工者希望におけ
るCランク業者の活
用率は全体の平均
より低い

20兆
576億円

●直轄工事（土工）におけるICT活用工事の実施率

●公共工事における請負契約額の発注者別の割合

• 直轄工事ではC,Dランクの業者の活用率が低い
• ICT施工未経験の業者にとっては、設計データをもらっても

３次元データの作成が負担
• 小規模工事が多い地方自治体では活用が少ない
• ICT施工を活用できる人材が不足
• ICT施工の実現場の情報が不足

＜ICT施工部会＞
• ３次元データからの施工及び施工管理への活用
• 小規模施工へのICT活用の促進

＜人材育成支援部会＞
• BIM/CIM 及び ICT施工に対応できる人材育成
• インフラ分野のDXに関する情報発信

課題 取組

将来の担い手不足の対策として、 建設現場の生産性の向上を目指し、ICT活用工事の普及を図る。目標

現状

• ICT土工の実施率
（R3年度）は地方
自治体では１４％
と低い状況

• 公共工事における
請負契約額のう
ち、地方自治体発
注の占める割合
は５５％※R3年度発注の一般土木の工事でR4.3

時点で完成している工事を対象

※ 近畿地整のR1,R2年度は参考値
※ 近畿地整のR3年度はR4.3時点で完成している工事が対象

※ 各年度末時点で実
施した工事の集計

※ 全国は地方自治
体・政令指定都市
における集計

※ 近畿は福井県、滋
賀県、京都府、大
阪府、兵庫県、奈
良県、和歌山県の
集計

●地方自治体におけるICT活用工事（土工）の実施率

公告件数 ICT実施 公告件数 ICT実施 公告件数 ICT実施
全国 3,970 1,136 7,811 1,624 11,841 2,454
実施率
近畿７府県 665 178 1,107 151 2,464 348
実施率 27% 14% 14%

R1 R2 R3

29% 21% 21%

一般土木

施工業者

ランク

対象
工事数

ICT施工
実施

実施率

C 39 20 51%
D 1 0 0%

●発注者指定は実施が義務づけられているため、施工
者希望型の工事を対象にICT活用工事の実施率を調査
（近畿地整の一般土木の工事を対象）

●ICT施工の普及拡大に関する意見

※ 国土交通省 ICT導入協議会 （令和４年７月）
＜業団体からの意見より＞

※ 近畿インフラDX推進センターでの研修及びICT講
習会での意見（令和４年度）

• 受注者にとって、３次元データの作成が負
担となっている。

• 小規模現場ではICT施工における生産
性、施工性が上がらず、取り組むことを躊
躇してしまう。

• ICT施工現場の拡大に伴い、対応できる
人材が不足している。

• 受発注者合同による人材育成講習会等を
実施し、双方理解を深める事が重要。

• ICT施工で使用する3次元データを作成で
きる人材が社内にいないため苦慮してい
る。

• ICT施工について、小規模工事でも適用で
きる技術を学ぶ事ができた。

今後のICT活用工事の普及には直轄のCD業者への普及が必要 今後のICT活用工事の普及には地方自治体への普及が必要
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検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度
設計の3次元化データの施工及び施工管理への活用

（短期）①３次元設計データの活用手法の検討
②ICT機器の精度検証と適用性の確認

（長期）③新たな機器の動向及び工種拡大への対応

小規模施工へのICT活用の促進

（短期）①ICT施工事例収集の継続と過年度実施結果の公表
②ICT施工ヘルプデスクの充実化

（長期）③市町村へのICT技術支援

無人化施工の動向と適用の検討

（長期）①無人化施工の動向調査及び情報共有
②UAVの有効性調査
③自動化・自律化の動向調査・情報共有

ICT施工・無人化施工

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ICT施工と無人化施工の推進
・小規模施工に対応するICT活用の普及推進

目的・目標

・設計の3次元データの
施工及び施工管理への活用

・小規模施工へのICT活用の促進
・無人化施工の動向と適用の検討

・ ICT施工履歴データの検証
・ 市町村へのICT技術支援
・ 無人化施工技術の動向調査

検討メンバー
リーダー：建設情報・施工高度化技術調整官（近畿技術事務所長）
事務局 ：施工企画課
構成 ：技術管理課、近畿技術事務所
（技術事務所）総括技術情報管理官、副所長、技術活用・人材育成課
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共通様式－１

検証 試行・マニュアル
作成

工種拡大（小規模施工事例含む）

現場の課題等の整理

試行案の検証、
本格運用に向けた関係機関との調
整

①

②

①

②

①

②

③

③

③



ICT施工・無人化施工

内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

ICT施工履歴デー
タの検証

市町村へのICT技
術支援

無人化施工技術
の動向調査

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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R4年度に
達成すること

【ICT施工】ICT施工事例収集の継続と過年度実施結果の公表、発注者側のICT施工メリット
・デメリットの収集、ヘルプデスクの充実化、ICT機器の精度検証と適用性の確認

【無人化施工】無人化施工技術の動向調査、UAVの有効性調査

ICT施工事例収集の継続と過年度実施結果の公表

無人化施工の動向調査及び情報共有

UAVの有効性調査

ICT機器の精度検証と適用性の確認

公表予定

ヘルプデスクの充実化

３次元設計データの活用手法の検討

共通様式－２

： 計画 ： 実施



ICT施工部会 ～取組内容～

＜ICT施工部会＞

３次元設計データの活用手法の検討

後付けICT機器の精度検証と適用性の確認

工種を拡大して事例収集

ＩＣＴ施工ヘルプデスクの充実化

取組内容

試行的に発注者から３次元データを受注者に提供し、受注者が編集する３次元設
計データについて留意点、課題を抽出した。
今年度の結果

３次元施工データの作成に際しては、施工者から提供されたデータに対して、「変化
点を追加する際には法面の方向に注意する」「施工に必要なスペースや、施工の段
取りを考慮する」等、補足が必要なことが分かった。
今後の方針

ICT施工データ作成における留意点・課題をより詳細に調査し、「ICT施工データ作成
手引き（案）」を取りまとめる。

取組内容
近畿技術事務所の試験フィールドにて後付けICT機器の検証を実施した。

今年度の結果
後付ICT建機の刃先データの計測値は、概ね20mmの精度で計測できており、小規

模土工（1,000m3未満）における３次元計測技術の規格値（±50mm）を満足した。
今後の方針

引き続き現場での利用を想定した検証を行い、後付ICT施工管理要領（案）を制定
する。

取組内容
令和４年度ICT施工実績を対象に、今後ICT

施工の拡大が想定される工種の事例を収集し
た。
今年度の結果

土工（小規模）と法面工の事例収集を行った。
今後の方針

実事例を取りまとめた事例集を作成し公開す
る。

取組内容
ヘルプデスクの利用者を対象にアン

ケートを実施し改善した。
今年度の結果

過去の回答事例を項目別に検索出来
るように改善を行った。

内容の詳細を記載できるよう、問合せ
文字数の上限を増やした。
今後の方針

今後も利用者のニーズを把握しなが
らヘルプデスクを充実化していく。

利用用途に合わせて３次元設計データを作成する必要がある。

■設計の３次元データの施工及び施工管理への活用 ■小規模施工へのICT活用の促進

ICT活用工事の普及に伴い、ヘルプデスクによせら
れる質問の内容も変化してきており、従来の質問シ
ステムでは対応が困難な事があるのではないかと
考え改善に向けてアンケートを実施

R3年度調査工種 ： ①土工、②舗装工
R4年度追加工種 ： ①土工（小規模）、②法面工

■年度別 ー累計 ※ R4年度の値は１１月時点

1
2

1
3

1
1

2
1

2
7

2
8

2
7

1
1
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無人化施工部会 ～背景～

• 無人化施工技術は、センサー類等の開発が早くまた、実
現場が少ないため、最新技術の情報が不足

• 災害時に無人化施工に対応できる人材の育成が必要

課題 取組

目標

現状 本省においては、自動化・自律化施工協議会を設置しWGを設け技術開発や現場適用へのルール作りに取り組んでいるところである。
一方、近畿地方整備局においては、H23年度以降の紀伊山系の現場で施工しており、迅速な災害復旧のために砂防工事で出水期間中に

使用するなど、主に災害現場で使われている。

• 建設現場を遠隔・非接触の働き方へ転換する自動化・自律化技術導入を促進し、飛躍的生産向上を図る。
• 災害現場等で応急復旧で無人化施工を実施できる体制を確保する。

• ARマーカーを用いた自
動化施工

紀伊山系の事例

・土のまきだし施工技術
・建設機械の接触を防ぐセンサー技術

無人化施工・自動化施工による危険箇所
での施工
ICT技術を活用した無人化施工、自動化施
工を使用する場合は様々な機器が必要とな
り、コストがかさむが、安全性や施工性など
の向上が期待できる。

災害発生年 被災箇所
1 平成26年（法面崩落） 国道480号
2 平成29年（土砂ダム仮排水路設置） 熊野川水系栗平川
3 平成30年（出水による橋脚の傾き） 県道104号（恋野橋）
4 令和  3年（土砂崩落による河道閉塞） 九頭竜川水系足羽川

平成26年【和歌山県かつらぎ町】
法面崩落

○遠隔操作用バックホウの出動状況

＜無人化施工部会＞
• 無人化施工技術の動向調査及び情報共有

＜人材育成支援部会＞
• 無人化施工研修の実施

無人化施工機械オペレータ

作業状況

近畿における遠隔操作
バックホウの災害時の出
動回数は過去に４回ある。
災害現場において無人化
施工の技術は、安全確保
に不可欠であるが、扱え
るオペレーターやサポー
トできる人員が少ない。

25



無人化施工部会 ～取組内容～

＜無人化施工部会＞

無人化施工等の動向調査及び情報共有 UAVの有効性調査

山岳道路整備におけるUAV活用
の可能性

急峻な山岳部等における軽量盛
土工法の資材運搬に大型ドローン
を活用する事で工期短縮、作業員
の安全確保が可能となった。

また、人力運搬と比べると約２倍
の効率化となった。

大戸川ダム工事事務所の事例

今後も関連技術の動向調査を継続して行い、情報共有を行っていく

災害時や維持管理等に活用できる
UAV技術情報の収集

滋賀県長浜市の高時川流域、福井
県南越前町の鹿蒜川流域にて、小型
軽量ドローンによる調査を行った。

通行止めのため、往復８ｋｍの徒歩
移動となったが、当UAVは５７０ｇと軽
量であり、今回のように広範囲な徒
歩移動を伴う調査や足場の悪い被災
地等の調査において、機動的かつ効
率的な調査人員の負担軽減、安全面
の改善が期待が出来る。コンクリートの壁で囲われた無人化施工実験

ヤード(30tの建機が衝突しても壊れない)
サロゲート（後付けの遠隔操作装置）
遠隔操作と搭乗操作の切替が瞬時に可能

取組内容

（株）大林組へのヒアリングを実施
今年度の結果
（現状の技術）

• 建設機械（バックホウ、クローラーダンプ、ブルドーザー、振動ローラー）及び建
築分野のクレーン設備での実用化

• 300Km離れた遠隔操縦室からの操作が可能
• 音声指示によるクローラーダンプの自律化施工
（効果・特徴）
• 有人・無人の操作切り替えを素早く行うことができるようになっており、施工場所の

安全性などの作業環境に応じて、柔軟に工事を進めることが可能

• 一人のオペレータが複数の建設機械の操縦を行うことが可能（担い手不足への
対応）

令和４年８月豪雨被災状況調査でのUAV活用

■無人化施工の動向調査及び情報共有
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検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度
遠隔臨場（技術検査）の実施

（短期）①遠隔臨場（試行・全ての工事）

②調査及び意見紹介、要領改訂

（長期）③ 遠隔臨場検査、講習会等

施工監理におけるICT活用（試行実施に向けた検討）
（長期）
【労働生産性の向上を図る技術】

①PRISM 大和御所道路橿原高田ICランプ橋下部工事
【品質管理の高度化等を図る技術】

②PRISM すさみ串本道路高富トンネル他工事

施工記録の維持管理への活用（試行実施に向けた検討）
（長期）①完成構造物の座標データの維持管理への活用

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・受発注者の監督・検査業務の効率化

目的・目標

・遠隔臨場の原則全ての工事に適用
・遠隔技術検査の課題を整理、普及（講習会等）
・ICT技術（例PRISM等）を活用した新たな

出来形管理方法の検討
・施工記録（座標データ等）の維持管理活用

検討メンバー
リーダー：総括技術検査官
事務局 ：技術管理課
構 成 ：工事品質調整官、技術検査官

共通様式－１

全ての工事

①

②

①

②

①

③

監督検査のICT活用推進

・非接触・リモート型の働き方へ
の転換及び生産性や安全性向上

・遠隔臨場(技術検査)の実施
・施工管理におけるICT活用
・施工記録の維持管理への活用

試行

●要領改訂

調査・意見紹介 調査・意見紹介 調査・意見紹介

●要領改訂

●検査（試行）

●講習会

●

●講習会

検討

１３４工事

試行

試行

要領等の制・改訂 社会実装

試行・要領制定 社会実装
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内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

遠隔臨場（技術
検査）の実施

施工監理におけ
るICT活用
（例PRISM等）
【試行実施に向けた
検討】

施工記録の維持
管理への活用
【試行実施に向けた
検討】

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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R4年度に
達成すること

【遠隔臨場実施】 遠隔臨場実施要領における工種や確認項目の適用性を検証する。
遠隔臨場普及の為の講習会等を実施する。

【施工監理におけるICT活用】 ＰＲＩＳＩＭによる実証検証
【施工記録の維持管理活用】 活用方法検討

検討（完成構造物の座標データの維持管理への活用）

調査及び意見紹介、要領改訂

検査（試行）

遠隔臨場（全ての工事）実施

共通様式－２

監督検査のICT活用推進

ＰＲＩＳＭ 工事現場における試行
（大和御所道路橿原高田ICランプ橋下部工事）

ＰＲＩＳＭ 工事現場における試行
（すさみ串本道路高富トンネル他工事）

遠隔臨場講習会

Ｒ４は原則全ての工事
（１６０工事）で実施

FU調査 FU調査とりまとめ

： 計画 ： 実施



遠隔臨場の実施 【名張大橋迂回路仮橋設置工事（木津川上流）】

【立会状況（現場側）】

〈試行工事概要〉
工期 R3.10.16～R4.9.30

試行期間 R4.3.4～R4.9.30

工事内容
（主工種）

仮橋工（W=12.0ｍ、Ｌ＝114ｍ）
（鋼管杭 53本、 H鋼杭 １８本、 床版
1,544ｍ2、 鋼材426.4ｔ)
左岸土工（L=128ｍ,盛土9,050ｍ3）

右岸土工（L=80ｍ,盛土4,000ｍ3）

事務所 木津川上流河川事務所

受注者 ㈱大本組

〈試行内容〉
映像と音声の「記録」に使用
した機器及び「配信」に用い
たシステム

遠隔臨場による確認項目 工夫した点

「記録」
・ウェアラブルカメラ

『Safie Poket2』

「配信」
・専用システム

『Safie Poket2』

・集水桝蓋の材料確認
・Gr支柱箱抜きの出来形確認

・専用のウェアラブルカメラを採
用し、簡単な操作で遠隔臨場を
行うことを可能にした。

・映像と音声をクラウドに自動保
存することで、後日でも検査内
容の確認及び資料の整理を可能
とした。

【工夫が分かる写真（機器、方法など）】

【立会状況（監督側）】

●施工者（受注者）
〈効果〉
・立会時の移動時間が削減でき、決まった時間に立会を開始でき

るので仕事の効率が向上した。
・映像、音声がクラウド上に残るので、書類整理時等の内容の確

認が容易にできた。
〈課題〉
・通信環境の悪い場所では通信が途切れることがあった。
・レベルなどの器械を覗いて数値を確認する検査等への適用が難

しい。
・通常の立会よりもカメラ担当が必要となるため人員が必要とな

る。

●監督員（発注者）
〈効果〉
・往復の移動時間が削減できるとともに、移動により発生するCO

２を削減する効果もあると思われる。また、所内にて複数名で
の確認が可能。

・確認時の映像等がパソコン、スマートフォン等に残せる為、資
料作成時等の必要となった場合に容易に取り出すことができた。

〈課題〉
・使用ソフトによるものか、操作に不慣れであったためかは不明

だが、映像のみで音声が聞き取れないことがあった。（携帯電
話にて対応）

・広範囲での確認ではスケールの目盛り等の確認がしにくい、レ
ベル等の器械を覗いての確認やプルフローリング等の状況確認
等には不向きであると感じた。

写 真

写 真

写 真

〈現場の声〉

【工夫が分かる写真（機器、方法など） 】

写 真

監督検査のICT活用推進
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ＰＲＩＳＭ（労働生産性の向上を図る技術）
現場打ちコンクリートの

ＩＣＴ技術によるサプライチェーンや品質管理の効率化

【背景】
生コン情報については、従来から、紙ベースでの引渡しが標準であり、内容もJIS伝票への記載情報に限

られていた。受入れコンクリートの検査（スランプ・空気量等）についても立会による確認が基本であり、現場
に多くの関係者が時間を合わせて集合して行うものとなっていた。

過年度のプリズム試行において、まず「生コン情報電子化」の共有プラットフォーム化をクラウド上に構築し、
供給・施工・監督の3者がリアルタイムに情報を交換できるようにした。
出来形及び品質管理において、生コンの伝票のみならず、現場受入れの生コンクリートの全数の品質情報、
及びその後の施工履歴（時間と位置）の自動取得にまで拡張し、監督検査における生産性を向上させる。

【取組内容】
大和御所道路橿原高田ICﾗﾝﾌﾟ橋(AP26他)下部工事で使用する

躯体工のコンクリート（スランプ12cm）について、スランプAI判定、
空気量推定のためのDBを取得する為に協力する。
従来の流下画像の取得に加え、レーザーLiDARイメージングを活
用しスランプ形状3D計測も行う。 これに基づきAIによる機械学
習システムを構成し、さらに、このAI機械学習システムを使用した
キャリブレーション方法について整理する。

【目標】
PRISIMにおいて、IoT活用の全数試験

の試行により得られた知見をまとめ、コ
ンクリート工生産性向上検討WGに報告
し、全数管理手法に対する試行要領
案・管理基準案をまとめていく予定であ
る。

監督検査のICT活用推進
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ＰＲＩＳＭ（品質管理の高度化等を図る技術）
トンネル覆工における

3次元計測技術による出来形管理の高度化

【背景】
トンネル二次覆工面を計測する既存技術は、トータルステーションやレーザースキャナなどを用いた計測

技術がある。トータルステーションは1回の計測で1点しか計測できず、多点測量に多くの時間を要する。又、
レーザースキャナは空間の点群を取得することが可能であるが、欲しい情報（トンネル断面）に対して不必要
なデータが大量にあり、計測時間も長い。

本技術は、三角測量の原理を用いた光切断法により任意断面の高速・高密度３次元計測技術であり、レー
ザー光を照射し、写真撮影および画僧処理を行うことによって、レーザー光が照射された部分の3次元座標
を取得することにより、監督検査の出来形管理の高度化等が図れる。

【取組内容】
すさみ串本道路高富トンネル他工事の出来形管理に実装し、さ

らなるデータの収集・蓄積を図る為に試行工事において協力する。
又、昨年度の試行結果の評価において、高密度な３次元計測を

短時間に実施することが出来ているが、経済性、使いやすさ、精
度、信頼性などについても整理が必要とされていることから、計
測装置の改良と製品化に向けた設計等を行う。

【目標】
PRISIMにおいて、計測データの収集、

計測装置改良と並行して、現行の基準
や3次元計測マニュアルにおいて3次元
出来形計測手法として認められるよう、
基準要領等の制・改定に向けた関係機
関との調整を行って行く予定。

監督検査のICT活用推進
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施工記録の維持管理への活用 完成構造物の座標データの維持管理への活用

【背景】
○インフラＤＸ推進における施工中の記録の保存・維持管理への活用検討

→施工中の記録のみで、座標管理されていないため、維持管理での活用が出来ない。
座標管理の出来形管理は開始されており、座標に紐付けした写真データを活用すれば、
大きなコスト・負担なく解決できないか。

監督検査のICT活用推進

【取組レベル】

○維持管理における活用方法
・維持管理における活用としては、下記のような事が想定されるが、そのレベル
により位置情報の精度や手法が異なる。

レベル① 完成構造物の写真等の３次元地図上管理（リンク張）

レベル② 不可視部分（埋設配管等）の位置情報の把握

レベル③ 堤防、盛土、法面、擁壁等の構造物の変状管理

中

低

高

GPSの精度
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施工記録の維持管理への活用 完成構造物の座標データの維持管理への活用

監督検査のICT活用推進

取組内容 対応事例

・現状のＧＰＳ付カメラでも、Exif情報として写真に位置情報は記録されている。
（但し、撮影位置における位置情報であり、対象構造物の位置ではない）

・精度については、カメラや撮影条件にもよるが数メートルの誤差がある。
・この精度でよければクラウド型プラットフォームに写真をアップすることで地図と

写真を紐付けすることは可能（デジタル情報の地図上管理）
（民間におけるクラウド型現地管理ＤＸプラットフォームや将来的には国土交通

データプラットフォームでも可能）

スマートフォンで撮影した現場の
写真や動画等をアプリから簡単
に登録可能。

すぐに地図・オルソ画像上に表
示され、すぐにアプリ・Webで最
新の情報を共有可能。

・ドローン等の3次元測量で計測した精度の高い構造物の位置情報を、画像編集アプ
リケーションにより、Exif情報のメタ情報として記録する事は可能。
（対象構造物の目標地点の正確な位置情報の入力が可能。但し手入力になる。）
・精度的にはドローンによる3次元測量の出来形計測時で±５㎝程度。ＴＬＳやＧＮＳＳ
ローバー、GPSマーカー等を使用すれば精度向上（±２㎝程度）も可能
・電子黒板に上記メタ情報（位置情報）を自動で表示することはできないことから、

表示できるように別途ベンダーに依頼する。
・維持管理に必要な構造物（不可視部分）の写真として、APSの電子納品により保存
するのが得策。
・管理に活用するための目標地点を撮影した写真だけを格納するフォルダを別途ベ
ンダーに作成させる。

上記ソフトにおいて精度の高い
構造物の位置情報を入力するこ
とで対応可能。

・現状でも完成工事の3次元測量による出来形データは納品されている。
・構造物等に変状が発生した場合は、そのデータと新たな3次元測量データの横断図
で比較
すれば変状については把握することは可能。

３次元測量

レ
ベ
ル
①

レ
ベ
ル
②

レ
ベ
ル
③
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監督検査のICT活用推進（営繕）

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・受発注者の監督・検査業務の効率化（継続）

目的・目標

・新型コロナウイルス感染症対策を契機
とした非接触・リモート型の働き方へ
の転換及び生産性や安全性向上

・情報共有、打合せ等の更なる円滑化
・「官庁営繕事業の建設現場における遠

隔臨場に関する実施要領」の活用

〇情報共有システム本格活用のための整備
・活用意見等の把握
・運用マニュアルの検討、作成
・電子検査（書面）の試行実施

〇Ｓ型工事は、生産性向上技術の提案評価
を標準とし、その他の工事も受注者に対
し活用提案を促し、提案があれば積極的
に採用する

〇建設現場の遠隔臨場に向けた受発注者の
活用意見把握

34

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

情報共有、打合せ等の更なる円滑化

遠隔臨場の試行及び要領の改訂に向
けた受発注者の活用意見把握

検討メンバー
リーダー：営繕品質管理官
事務局 ：技術・評価課
構 成 ：技術・評価課



監督検査のICT活用推進（営繕）

内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

情報共有システ
ム本格活用のた
めの整備

建設現場の遠隔
臨場（WEBカメラ）

の受注者側等の
意見把握

インフラDX
推進幹事会

部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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Ｒ４年度に
達成すること

・情報共有システムの活用実施と利用マニュアル等の課題整理の作成
・電子検査の試行実施（予定２０件）
・遠隔臨場の実施と活用意見の把握整理

原則、全ての工事を発注者指定

活用意見の把握・整理

利用マニュアルの検討・作成

電子検査の試行実施

随時見直し

遠隔臨場（ＷＥＢカメラ）
試行実施

受発注者活用
意見把握

部会長
会議

全国レベルでの現場検証等
を経て要領作成

原則、全ての工事を発注者指定

要領の活用

活用意見の把握・整理

共通様式－２

： 計画 ： 実施



近畿地方整備局

●決裁後は、納品要領に沿って保存できるため、完成検査前に整理作業をする必要がない。
●事故や台風等の注意喚起の際、工事関係者に迅速に一斉周知できる。
●別契約の関連工事間の、情報共有ができる（総合定例会議、全体工程調整等）
●設計段階の申し送りや既存図面の提供などがいつでも閲覧できる。
●決裁前の事前相談、立会試験内容の調整が行える。
●設計担当者は、変更図面作成に必要な資料を適時入手できる。

●上流工程情報（調査、設計段階の情報）の引継ぎ ●協議経緯及び協議内容の共有
●受発注者間のスケジュール調整の効率化 ●二重入力を排除した帳票作成 ●承諾、確認行為の時間短縮
●施工管理、工程管理情報の一元管理 ●電子データによる検査・検査準備作業の効率化
●電子成果品のとりまとめの負荷低減 ●ワンデーレスポンス等の円滑な実施
●共有ｻｰﾊﾞ間、関連システムとのデータ・システム連携
●業務プロセスをまたいだ情報共有（コンカレントエンジニアリング）の実現

〇全ての営繕工事を発注者指定し、情報共有システムを使用している。（入札時に条件明示／継続）

Ｒ４年度 取組み概要

36

監督検査のＩＣＴ活用（営繕）

情報共有システム（ＡＳＰ）本格活用のための整備

工事中の業務改善目標

ＡＳＰを活用しての主な意見

〇設計業務においても、情報共有システムの活用の試行ができるものとし、意図伝達業務については、「対象工事が情報共有
システムを活用する場合は、受注者はその利用に協力すること」とした。
また、打合せについては、「新型コロナウィルス感染拡大の状況に鑑み、ＡＳＰ、電話、WEB会議、電子メール等を活用し、

対面での打合せ回数を極力減らすこと」とした。（入札時に条件明示）

〇情報共有システム利用のマニュアル（案）を作成し、受注者に提供。



近畿地方整備局官庁営繕事業における生産性向上技術の活用について
～令和４年度官庁営繕事業における生産性向上技術の活用拡大～

37

情報共有、打合せ等の更なる円滑化

●営繕工事における建設現場の遠隔臨場の要領の作成

・「監督職員の立会い」を必要とする作業の一部に遠隔臨場を適用する試行

受発注者の作業効率化
契約の適正な履行としての
施工履歴の管理の実施

現場
画像・音声配信

効果等を把握

試行結果を踏まえ、要領を作成（R4年６月）
適用案件を拡大

（７月公告から適用）

事務所等



近畿地方整備局官庁営繕事業における生産性向上技術の活用について
～令和４年度官庁営繕事業における生産性向上技術の活用拡大～
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今年度完成した、施工合理化技術活用の効率的な施工実績

●地盤改良工事に、杭・地盤改良施工情報可視化システム（３Ｄパイルビューアー）を活用

・管理用ＰＣに杭座標と杭長、杭径を入力、重機モニターデータに管理数値の範囲を入力、機器の設置箇所・方法を検討・確認の事前準備
・施工システムの管理装置と管理用ＰＣを接続、各データがモニターに表示する内容を確認しながら、管理基準値に配慮し施工を実施

●掘削工事に、ＩＣＴマシンガイダンス（バックホウ３Ｄマシンガイダンスシステム）を活用

・掘削工事にトータルステーションやＧＮＳＳ（ＧＰＳ）の計測技術を用いて、施工状況と３次元設計データを重機オペレーターに提供し、
操作をサポートすることが出来る

地盤改良工事監視状況

（右側ノートＰＣに、リアル
タイムで施工状況明示）

（↓拡大）

↑ＧＰＳ

アンテナ

○工事名：京都府警察機動隊寄宿舎建築工事



道路部会
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分野 メニュー
取り組み

番号

道路巡回における情報収集の効率化 道路①

CCTVのAIカメラ化による異常事象の自動検知 道路②

構造物等の変状に対するリアルタイム把握 道路③

MMS(モービル・マッピング・システム)の活用 道路④

地下埋設物件情報を３Ｄで把握・電子化 道路⑤

道路データプラットフォームの構築 道路⑥

道
路
情
報
の
高
度
化

・維
持
管
理
へ
の
活
用

道
路
の
情
報
収
集

・状
況
把
握

管
理一
元
化

デ
ー
タ



現地写真撮影

事象位置・事象内用の確認事象内容の記入

巡回日誌の記入

データ蓄積と分析

巡回中の現在地（自動）

異状事象の記入
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【目 標】道路巡回における情報収集の効率化と情報の活用。
【現状・課題】日常の道路パトロール業務において、タブレットシステムにより道路情報を記録しているが、

得られた情報が、十分活用されていない。
【取 組】道路巡回の記録をWeb上のシステムを活用することにより、巡視員と職員(事務所等)の

データ 共有をリアルタイムに実施。さらに、蓄積されたデータの分析をシステム内で実施
することにより、 道路管理業務上の課題検討を速やかに実施する。

【進 捗 状 況】タブレットシステムの運用中。今後、システムの改良、蓄積したデータ分析を実施する予定。

道路①道路巡回における情報収集の効率化 ＜道路部会１/６＞
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異常車両検知状況

道路情報連絡室の大型モニターに異常検知が発報

【目 標】CCTVのAIカメラ化による異常事象の自動検知による業務の効率化と維持管理の高度化。
【現状・課題】道路情報連絡員が多数のCCTV画像を数台のモニターで監視している。このため、モニターに

映し出されていない箇所でスタック車両、交通障害が発生した場合には、見落としや事象の
発見が遅れる場合がある。また、複数箇所で交通障害が発生した場合には、道路情報連絡員の
負担も大きい。

【取 組】AI がCCTV画像を分析、交通障害を自動検知し、早期に異常を発見、措置を実施。
【進 捗 状 況】AIカメラが設置された箇所から運用開始し、誤検知の検証を実施中。今後、AIカメラ追加増設、

システムの 改良等を行う予定。

道路②CCTVのAIカメラ化による異常事象の自動検知＜道路部会２/６＞



道路③構造物等の変状に対するリアルタイム把握 ＜道路部会３/６＞
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【目 標】 構造物等の変状に対するリアルタイム把握による維持管理の高度化。
【現状・課題】・法面変状をリアルタイムで確認しておらず、災害が発生してからの事後対応となる。

・構造物の見えにくい部材等は、損傷が拡大してからの対応となる。
【取 組】・センサーやAI画像技術を活用し、法面の異常があれば出張所等へ自動通知。

・モニタリングや点検支援技術を活用し、構造物の損傷等を把握。
【進 捗 状 況】既存のモニタリング技術を確認。今後、モニタリング技術と自動通知技術の組合せや、実際

の現場での実施試験等を行い、マニュアル作成を行う予定。

自動で構造物の損傷の発生や
進行を感知し、データを伝送。

（現状例）

ピン間の計測

日常メンテナ
ンスが不要な
技術で、自動
計測と自動送
信を行う。

法面変状 構造物損傷



３Ｄ台帳附図イメージ

突き出し看板等計測イメージ

異常車両検知状況
ビューワシステム（例）

路面変状計測（２時点比較）イメージ

【目 標】MMS(モービル・マッピング・システム)の活用による維持管理業務の効率化。
【現状・課題】台帳附図が紙ベースで、道路を改修・修繕した場合に更新に手間がかかる。日常のパトロー

ル（道路巡回、徒歩巡回）は巡回員が行い看板等の不法占用物件、建築限界を犯しそうな樹
木などの把握を行っており職員の負担となっている。また、自動車専用道路では下車しての
測定（路面の轍やひびわれ など）ができない。

【取 組】ＭＭＳにより常に最新の附図に更新する。２時点比較による構造物の変状や占用物件調査の
省力化を目指す。

【進 捗 状 況】MMSによるデータ取得、附図作成を順次行っている。今後は、実施中の不法占用物件の検知
検証等を進める予定。

道路④MMS(ﾓｰﾋﾞﾙ･ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑ)の活用 ＜道路部会４/６＞
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道路⑤地下埋設物件情報を３Ｄ化で把握・電子化 ＜道路部会５/６＞

44

【目 標】地下埋設物件情報を３Ｄで把握・電子化による維持管理業務の効率化。
【現状・課題】占用企業毎に位置情報や物件情報を紙ベースで整理。地下埋設物件の位置情報（深さ方向）

が正確に把握されておらず、試掘や立会を必要としている。
このため、電線類の地中化施工時等で大幅な手戻りや掘削工事等による切断・破損事故の
発生を防ぐ必要がある。

【取 組】・既存占用物件の位置情報や物件情報の電子化及び一元管理化。
・レーダー探査により作成する３Ｄデータの精度検証。
・許認可事務手続きにおける課題を洗い出し、効率化を図る検討。
・地下埋設物件位置情報と物件情報（占用者・占用機関等）を一元管理する統合プラット

フォームの構築。
【進 捗 状 況】地中探査法の技術検証（精度等）や３Dデータを活用した際の省力化の検証を実施中。

今後、引き続き技術検証や課題の抽出等を行う予定。

新居遊水地

【検討内容】
埋設管路等の詳細な位置情報の把握の他、
埋設物件等の属性情報をリンクさせ、
統合プラットフォームの構築を図る

線 種：●●線
占用者：■■(株)
材 質：▲▲
条 数：１条
占用申請日：
占用期間：

など

埋設物属性情報のイメージ



道路⑥道路データプラットフォームの構築 ＜道路部会６/６＞
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【目 標】道路データプラットフォームの構築による維持管理の効率化と活用促進。
【現状・課題】道路施設の点検・診断データが道路管理者ごとに蓄積されている中、デジタル化やAI技術

の進展を踏まえ、データを活用した効率的な道路の維持管理を実現できる可能性があるが、
現状では、データを活用できる環境が整備されていない。

【取 組】・全国道路施設点検データベースは、基礎的なデータを格納する基礎DB及び道路施設ごと
のより詳細なデータを格納するデータベース群で構成。

・データは可能な限り大学・研究機関や民間企業等へ公開。
【進 捗 状 況】令和４年５月に基礎DB、７月に詳細DBを公開。今後、ユーザーライクなシステムの改良、

システムの普及に向けたPRを実施予定。



道路①

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

道路巡回における情報収集の効率化と情報の活用

目的・目標

（現状・課題）
・平成２７年度から道路巡回にタブレットシステム

を導入。(全事務所に導入済み)
・巡回情報で得られた情報について出張所と事務所

等で十分に共有されていない。
・また、データ分析も必要となるデータを人が取り

出し分析。
（検討テーマ）
・道路巡回において収集された情報のデータ化を行

い、蓄積されたデータの活用を容易に可能とする。

・現場端末（タブレット）の更新
（高機能化）
・現場における活用促進
・蓄積されたデータの活用

検討メンバー
総括 ：道路情報管理官
リーダー：道路管理課長
構 成 ：道路管理課
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検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ7年度

端末依存の解消
(Webアプリケーション化)

サーバーのクラウド化

活用促進
(短期)①全事務所でシステム活用
(長期)②蓄積データの業務への活用

端末機能の強化
(短期）位置情報取得能力の強化

全事務所のシステム活用
蓄積データの業務への活用

①
②

： 計画 ：R4 実施による見直し

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・サーバーのクラウド化

・各事務所で運用
（課題の整理）

・各事務所において運用

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

サーバー
移行

・運用における問題の把握・整理
・次年度以降の改善有無の検討

R4年度に
達成すること

サーバーのクラウド化を実施
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道路①

クラウドサーバー運用開始

運用継続（平成２７年度～）

活用促
進会議

： 計画 ： 実施

共通様式－２



道路②

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

CCTVのAIカメラ化による異常事象の自動検知による業務の効率化と維持管理の
高度化

目的・目標

（現状・課題）
・道路情報連絡員がCCTVで監視。
・多数のCCTVの監視においては、異常

事象（スタック車両の発生､事故､越波）
の見落としや発見が遅れる恐れがある。

・このことで、初期対応が遅れる。
（検討テーマ）

・ＡＩカメラによる異常事象の自動検知

・雪害時のスタック車両検知に対する
キャリブレーションの実施

・自専部における交通事故検知の効果
検証の実施

・ディープラーニング式のＡＩカメラ
の導入

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ7年度

ＡＩカメラの導入

凍雪害時以外の異常検知の促進
(短期)①事故等の異常検知の導入

②越波等の異常検知の導入※１

※１:Ｒ４年度途中で追加
(長期)③効果検証

検知精度の向上
(長期)①キャリブレーションの実施

②ディープラーニングの導入

検討メンバー
リーダー：道路情報管理官
事務局 ：道路管理課
構 成 ：道路管理課
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① ②

③

① ②

導入技術の調査・検証（越波）

災害発生時の補足率の検証

誤検知調整

新たなアルゴリズムの検証

： 計画 ：R4 実施による見直し

導入技術の検証（事故）

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・自動車専用道路部のAIカ
メラの運用

・自動車専用道路部におけ
る効果検証の実施（事故）

・導入技術の調査（越波）※１

※１：Ｒ４年度途中で追加

・新たな追加増設箇所の検
討

・ＡＩカメラ（スタック車両検
知）のキャリブレーション等

姫路バイパス、北近畿豊岡自動車道においてスクロールタイプ４０台を運用開始

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

異常事象検知と誤検知について割合と原因を検証

追加箇所の検討
とりまとめ【局・事務所】

R4年度に
達成すること

自動車専用道路における異常検知結果の検証を実施
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道路②

越波検知技術の調査

福井、姫路、滋賀、豊岡、福知山においてＡＩカメラの運用とキャリブレーション等の実施
（過年度から継続）

： 計画 ： 実施

共通様式－２



検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度
法面変状の自動計測技術の検討

（短期）①モニタリング手法の検討
（長期）②モニタリング手法の精度検証と適用性の確認

③変状および段階に応じたモニタリング手法のマニュア
ル作成

構造物の損傷把握する自動計測技術の検討

（短期）①部材損傷の現状把握
②モニタリング手法の検討

（長期）③モニタリング手法の精度検証と適用性の確認
④変状および段階に応じたモニタリング手法のマニュア

ル作成

道路③

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

構造物等の変状に対するリアルタイム把握による維持管理の高度化

目的・目標

（現状・課題）
・法面変状をリアルタイムで確認しておらず、

災害が発生してからの事後対応となる。
・構造物の見えにくい部材等は、損傷が拡大

してからの対応となる。
（検討テーマ）
・自動計測技術の活用の検討

・法面変状の自動計測技術の検討

・構造物の損傷把握する自動計測技術の
検討

検討メンバー
総括 ：道路情報管理官
リーダー：近畿道路MC長、道路保全企画官
構 成 ：近畿道路MC技術課長、道路構造保全官
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共通様式－１

②

①

③

③

①

④

②

現状把握

検討

検討

精度検証と適用性の確認

精度検証と適用性の確認

： 計画 ：R4 実施による見直し



道路③

内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

法面変状の自動
計測技術の検討

構造物の損傷把
握する自動計測
技術の検討

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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R4年度に
達成すること

・法面変状の自動計測技術の検討・整理
・構造物（橋梁・トンネル等）の損傷把握のための自動計測技術の検討・整理

モニタリング手法の検討

部材損傷の現状把握

モニタリング手法の検討

共通様式－２

： 計画 ： 実施



道路④

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

目的・目標

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ7年度

センシングデータ取得

MMSを活用した２時点比較
（短期）①２時点比較の現地検証

センシングデータを活用した道路
管理の効率化
（短期）①MMSデータを活用した

業務効率化の検討
（長期）②プラットフォームとし

てのMMSの活用

検討メンバー
リーダー：道路情報管理官
事務局 ：道路管理課
構 成 ：道路管理課・路政課・近畿技術事務所

①災害発生前後の２時点を
比較検証

①舗装の変状計測

①台帳附図作成の省力化検討

①ニーズ調査
①突き出し看板調査省力化 実装検討 実装

作成要領の検討 実装

②プラットフォームとしてのMMSの活用検討

MMS(モービル・マッピング・システム)の活用による維持管理業務の効率化

（現状・課題）
・台帳附図が紙ベースで、道路を改修・修繕し

た場合に更新に手間がかかる。
・不法占用物件調査では現地測量による労力を

要している。
（検討テーマ）

①点群データの２時点間の比較による変状把握
②点群データを活用した業務の効率化

①点群データによる路面変状把握手法の検討
②-1点群データによる３D台帳付図の作成の

簡素化手法検討。
②-2点群データによる不法占用看板の抽出

手法検討。
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共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・センシングデータの取得

・舗装の変状確認に関する
MMSの活用検討

・センシングデータの活用
突き出し看板調査

台帳附図作成

MMSによるセンシングデータの取得（近畿技術事務所）

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

路面変状把握に関するMMSの活用検討
【局・事務所】

突き出し看板調査の省力化【局・事務所】

R4年度に
達成すること

センシングデータの取得、MMSを活用した２時点比較の実施、センシングデータを活用した道
路管理の効率化
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道路④

台帳附図作成の省力化検討【局・事務所】

業務発注手続き【局】

： 計画 ： 実施

共通様式－２



検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 R５年度 Ｒ６年度 R７年度

情報の電子化・一元化の検討【本省】
（短期）①仕様等の検討・実証、関係者との調整・合意形成

地中探査法の技術検証(精度等)
（短期）①詳細設計時の検証

②工事実施時の検証

省力化(試掘の省略など)に向けた活用範囲の検討
（短期）①設計段階での検討

②工事段階での検討

プラットフォームの構築検討
（長期）①データ取得・作業性の簡素化及び価格の検討 作業性・データ取得範囲の妥当性を検討

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

地下埋設物件情報を３Ｄで把握・電子化による維持管理業務の効率化

目的・目標

（現状と課題）
・占用企業毎に占用の位置情報や物件情報を紙ベースで整理
・占用物件等の地下埋設物件の位置情報を平面図で管理して

いるため、試掘・立会が必要
・電線類の地中化工事の大幅な手戻りや施工時の掘削による

既存埋設物の切断・破損事故の発生
（検討テーマ）
・占用物件の紙ベースデータの電子化による一元管理
・地下埋設物件の位置情報を３Ｄで正確に把握
・位置情報と物件情報をリンクさせるプラットフォームの

検討・構築

・占用物件の位置情報や物件情報の電子化及び一元
管理化

・地中レーダー探査法の検証
・地下埋設物件の位置情報を３Ｄ電子情報化
・地下埋設物件位置情報と物件情報（占用者・占用

機関等）を一元管理する統合プラットフォームの
検討・構築

道路⑤

54

検討メンバー
総 括 ：道路情報管理官
リーダー：路政課長、道路管理課長
構 成 ：路政課、道路管理課

仕様検討・合意形成①

①
②

①
②

①

試掘・台帳による精度検証

工事実施での精度検証

３Ｄデータの活用

工事での掘削

： 計画 ：R4 実施による見直し

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

情報の電子化・一元化の
検討【本省】

地中探査法の技術検証
(精度等)

省力化(試掘の省略など)
に向けた活用範囲の検討

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議
インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

道路⑤

R4年度に
達成すること

既存紙データの電子化検討及び地下埋3Dマップの作成・地中探査技術の精度検証

55

レーダー探査＋３Ｄマップ作成（試掘併用等により精度検証も実施）
（事務所）

現在の許認可手続や地下埋設物の３Ｄマップの精度（占用物件の位置）をふまえた活用範囲
の検討

占用物件の位置情報（電子データ）の提供に係る占用者との調整等をふまえた電子化と情報
一元化の検討

共通様式－２

： 計画 ： 実施



検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

点検・診断データのデータベース化、各分野の一元化

道路⑥

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

道路データプラットフォームの構築による維持管理の効率化と活用促進

目的・目標

（現状・課題）
・道路施設の点検・診断の膨大なデータが
各々の道路管理者ごとに様々な仕様で蓄
積されている中、デジタル化やAI技術の進
展を踏まえ、データを活用した効率的な道
路の維持管理を実現できる可能性がある
が、現状では、データを活用できる環境が
整備されていない

（検討テーマ）
・点検・診断データのデータベース化、各分
野の一元化

・蓄積されている道路施設の点検・診断
データを、道路施設ごとにデータベース
化しAPIで連携することにより、一元的に
処理・解析が可能な環境を構築する

・データベースについては可能な限り公
開し、各研究機関や民間企業等による
AI技術などを活用した技術開発を促進
することにより、維持管理の更なる効率
化を図る

検討メンバー
総括 ：道路情報管理官
リーダー：道路保全企画官、近畿道路MC長
構 成 ：道路構造保全官、近畿道路MC技術課長

共通様式－１

56

： 計画 ：R4 実施による見直し



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・点検・診断データベースの
公開

・データ ベース改修

データ登録・公開 ５月から基礎データの公開 ７月から詳細データの公開
【本省・各財団】

インフラDX
推進幹事会 部会長会議

部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

道路⑥

データベース活用・意見照会・改修
【事務所・本局・各財団】

R4年度に
達成すること

点検・診断データのデータベース化とデータの公開
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： 計画 ： 実施

共通様式－２



事務所 概要 備考

高度化 効率化 迅速化 可視化 省人化
安全・
確実化

調査 計画 工務 管理 防災
機械
電通

監督 事務 国民 職員 業界 検討 検証 試行 実装

三次元管内図 全事務所 ３次元管内図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川①

河川現況台帳 全地整 河川現況台帳のデジタル化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川②

全事務所 ウェアラブルカメラで遠隔臨場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川③

福井 遠隔地映像のライブ配信 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

九頭竜ダム 緊急ゲート操作時の遠隔操作 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

木津上 自動飛行で遊水地巡視 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川④

琵琶湖 水中ドローンで水質自動調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑤

ダム･堰 ダム･堰における巡視点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑥

紀伊山系 全自動飛行で施設点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑦

大戸川 ドローンによる資材運搬 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＬＰＷＡ 大和川 低コストで流域治水情報を共有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑧

大和川 ポップアップアラート（災対業務） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑨

本局 ダム管理の高度化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 河川⑩

淀川 危険行為の監視 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大和川 流下ゴミの監視 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

姫路 浸水状況の監視 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井 機器を音声操作（災対業務） ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＳＡＲ衛星 大和川 流域内の貯留効果把握調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実装に向けた段階

遠隔臨場

ドローン

ＡＩ

DX目標
（何が変わるか）

分野 受益者

河川部会

河川部会の代表事例～河川関係事務所の取り組み整理表～ （R５.２版）

○現場のニーズに応じてDXを進捗。
○関連する技術によりカテゴリー分けし、検討内容や進捗状況を共有し河川DXとして全体を底上げ。

概要１/５

概要２/５

概要３/５

概要４/５

概要５/５
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紙の管内図･河川現況台帳をデジタル化 ＜河川部会１/５＞

59

【効果】河川管理業務の迅速化･可視化･高度化、河川行政サービスの利便性向上
【現状】全事務所で三次元管内図の整備中(一部試行中)､全地整で台帳デジタル化を検討中
【課題】事務所･出張所の職員において日常的利用による操作習熟、紙台帳のデータ化

○差分による堤体
沈下量の把握

⇒ 200mピッチの横断図だけで

あったが､２時期の三次元計
測で精緻に沈下量を面的に
把握し変状を早期発見できる

○任意の断面で
河床形状を確認

⇒ 200mピッチの横断図だけで
あったが､三次元計測から任
意断面で河床変動を確認し
詳細に河道特性を把握できる

○分かりやすい
説明ツール

⇒ 地元工事説明会で平面図・横

断図の現況・完成ラインで工
事内容を表現していたが､３D
映像により理解を促進できる

手書きで様式に追記する
河川現況台帳の現状

デジタル河川現況台帳
（R5までにシステム構築）

デ
ジ
タ
ル
化

三次元管内図システムの整備 河川現況台帳のデジタル化

デ
ジ
タ
ル
化

RiMaDISとの連携

三次元管内図・デジタル河川現況帳の
RiMaDISとの連携により高度利用化

三次元管内図
（R7までに整備）

○紙台帳の
データ化

⇒ 紙の台帳が

データ化に
なることで、
申請者の手
続きもオンラ
イン化が進
み利便性が
向上



現地参集をウェアラブルカメラで情報共有･遠隔支援 ＜河川部会２/５＞

60

【効果】施設点検の効率化･省人化､現場対応の技術支援
【現状】全河川関係事務所に出張所にウェアラブルカメラを配備し､運用中
【課題】事務所･出張所の職員において日常的利用による操作技術の習熟

変状箇所の現地から遠隔指導（R4.6.8加古川）

事務所災対室

本局執務室

本局（出張先）

現場（障害施設）

ポンプ停止事故現場で復旧支援（R4.11.11紀の川）

本局･事務所現場（変状箇所）カメラ

カメラ

カメラカメラ

カメラ映像

堤防点検研修会におけるWEB参加向けの情報共有（R4.11.11加古川）

現地⇔遠方拠点

事務所災対室

現地⇔遠方拠点ウェアラブルカメラ

カメラ

カメラ

河川維持管理技術者

○ウェアラブルカメラよる遠隔臨場
⇒ 堤防等の変状発生時の状況確認には現地参集のうえ調査が必要であるが、ウェアラブルカメラ活用で遠方の熟練専門技術者

でも遠隔臨場し即時に変状を診断することができる（同様に、危機管理対応においても遠隔で指導や障害復旧支援ができる）



パト車による巡視､船舶による水質調査をドローンで実施 ＜河川部会３/５＞
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【効果】巡視における要員配備縮小･確認性能向上、広域水質調査におけるコスト縮減
【現状】実証実験中(一部は試行段階として運用面を検討中)
【課題】ドローン墜落時の第三者被害発生時の対応の整理、レベル４飛行対応の整理

新居遊水地

巡視要員の
省人化

赤線のように、上空８０mをド

ローンで自律巡航により巡視

（R4～5は試行）

小田遊水地

～イメージ～

水上ドローンASVの例
（R6までに手法を見直し）

湛水前巡視（上野遊水地）

コ
ス
ト
縮
減

水質調査（琵琶湖）

大型船舶

放流前巡視（瀬田川洗堰）

（R7までに実装）

○ドローンによる巡視
⇒ 複数の要員配備によるパト車での巡視は負担が大きいが、ドローン自律巡航で省人化が図れ、赤外線カメラの画像検出で夜

間でも農耕者等を確実に確認し速やかに退避を促すことができる（同様に、水上ドローンによる水質調査でコストを縮減できる）



電話確認による許可樋門の開閉状況をLPWAで情報一元化＜河川部会４/５＞

【効果】流域治水の推進に向け許可樋門も含めた樋門開閉情報が低コストで一元化
【現状】システム整備中､実証実験を踏まえシステム改良を検討中
【課題】電波中継装置の導入等による通信環境の改善

62

LPWA通信機器は、安価で簡易に取り付けられる市販機
器（数万程度の機器を目指す）
（R6より他事務所へ展開）

LPWA技術による効果発現イメージ
流域内の樋門等の開閉状況の情報を一元化（例）

逃げ遅れゼロの
判断材料になる

流域全体の状況
が把握しやすい

○LPWA通信機器による施設情報の一元化
⇒ 許可樋門の開閉状況は電話により個別に確認していたが、LPWA通信機器により施設状況が低コストで情報一元化ができる



タイムラインによる確認をポップアップアラートで対応 ＜河川部会５/５＞

【効果】洪水予報等の発表タイミングを逃さずミス防止､ダム流入予測の精度向上
【現状】システム整備が完了し実洪水の災害対応業務で試行中､ダム管理の高度化は検討中
【課題】試行により課題を抽出のうえ有効性を検証

63

※今年度は出水の実績が無かったため来年度も引き続き試行（R6より運用）

○災害対応業務におけるポップアップアラート
⇒ 実況水位や予測水位に応じた行動開始の機を逸しないようタイムラインで時系列的に確認していたが、ポップアップアラートに

よりプッシュ型で確認可能となり災害対応業務の確実性が向上する（同様に、AI技術によりダム管理が高度化する）

参考（AI技術の取組例）

（R6まで検討）
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～以下、補足資料～



検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・三次元管内図の活用による河川管理業務の効率化及び高度化

目的・目標

（現状と課題）
・広範な河川空間を200mピッチ縦横断と

二次元地形の限られた情報だけで管理
・計画堤防高、重要水防箇所、工事履歴、

占用許可情報等の各種管理情報は一元管
理できておらず、各情報の確認が煩雑

（検討テーマ）
・現場の職員が活用できるための三次元管

内図を各河川で現場職員が活用できるシ
ステムを構築

・R７年度までに全事務所でシステ
ムを順次整備

・先行事務所で現場職員のニーズを
踏まえ格納データの種類を精査

・先行事務所(木津上･姫路)での試行
を踏まえわかりやすさ向上のため
表示内容の調整を検討

・各事務所でシステムの活用に向け
た継続的な説明会の実施

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

三次元管内図システムを整備（全事務所）
（短期）①先行事務所
（長期）②その他事務所

格納データの種類を精査（先行事務所）
表示内容の調整検討（先行事務所）
表示内容の調整（全事務所）

河川①
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（木津川上流）副所長、建設専門官、管理課、調査課

①

②

共通様式－１



内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・各事務所と情報共有及び
調整

・活用方策の検討及び所内
説明会の開催

・システム改良の検討

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール河川①

活用方策の検討、所内各課での利用促進を図るために講習会や意見交換会
を随時開催【事務所】

システム改良の検討
【事務所】

R4年度に
達成すること

三次元管内図の活用に向け各事務所担当者を交えて議論し、各事務所では利用促進を図
る

66

○令和４年２月にWGを設置しており、四半期に一度の頻度で開催し活用に向け若手担当者間で意見交換。

○整備が先行している木津川上流、加古川、揖保川でプロトタイプとしてシステム改良を進め、試行を経て全河川
事務所へ展開。

河川三次元管内図推進WGで活用に向けた議論【本局・事務所】

5/31WG開催(関東地整より先進事例紹介等)
WG開催予定

WG開催予定
10/4WG開催(九州地整より先例事例紹介等)

10/6WG開催(近畿管内の情報共有等)

共通様式－２

： 計画 ： 実施
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河川①

【取組】各河川事務所で順次整備中の三次元管内図について、現場の職員が活用する
ために格納データを精査。試行を踏まえシステムの分かりやすさ向上を検討
(流域治水協議会等での説明時に活用することで分かりやすく伝わるために)

氾濫による浸水
域

差分による堤体沈
下

任意の断面で形状確
認

分かりやすい説明用
ツール

WG（R4.5.31）関東地整の紹介

WG（R4.10.4）九州地整の紹介

WG（R4.10.6）管内の情報共有



検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度
実態調査

（短期）①全国アンケート・代表事務所ヒアリング

（長期）②要望収集

システム構築

（短期）①プロトタイプの構築
（短期）②システム構築
（短期）③システム改善

既存台帳デジタル化

（短期）①ファイル管理（甲・乙）
（長期）②システム管理（丙1～4）
（長期）③ファイル管理、システム管理、通常業務支援

河川②

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・河川現況台帳のデジタル化による河川管理業務の効率化及び高度化

目的・目標

検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構成 ：水政課、河川管理課

68

共通様式－１

①

②

①

②

①

②

③

・デジタル化による河川現況台帳の調製・管
理の効率化

・デジタルデータの二次利用による業務の連
携化・高度化

・河川現況台帳の実態調査に基づくデジタ
ル化のシステム構築とマニュアル作成

・デジタル化の作業委託に向けた事前準備
（現在の台帳調製状況の把握、委託業務へ貸与す

る資料の準備等）

③



河川②

内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

各事務所の河川
現況台帳整備の
現状を調査

河川現況台帳デジ
タル化の仕様を検
討・構築

デジタル化の作業
委託に向けた事前
準備

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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R4年度に
達成すること

各河川事務所の河川現況台帳整備の実態を調査のうえ河川現況台帳デジタル化のシス
テム仕様を検討・構築。

甲・乙様式、丙１～４様式 システム構築

丙５様式、丙６様式 占用許可通常業務支援 システム構築

台帳調製状況の把握

委託業務へ貸与する
資料の準備

各地整代表事務所ヒアリング

全国アンケート調査

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川②
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【R3の取組内容】
R3プロトタイプの構築
→主に、丙6（河川の使用等の許可の概要）について、

RiMaDISにて「占用許可機能」と「河川現況台帳／
丙６」機能を構築、試行。

【R4の取組内容】
河川現況台帳を調製するために必要な機能（占用許可を含む）を構築。



検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
R3年度までの現場実証を踏まえ、実装に向
け試行（課題抽出・習熟）
施設点検や現場調査に実装

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ウェアラブルカメラを活用した施設点検の効率化、評価技術支援

目的・目標

（現状と課題）
・管内の堤防点検(L=約900km)において、迅速･的

確に判断できる専門技術者が全て現地にて点検す
ることは非効率

・排水機場等操作不具合時の復旧には迅速･的確に
判断できる専門技術者が必要だが、現地派遣には
時間を要す

（検討テーマ）
・ウェアラブルカメラを活用し、迅速･的確に判断

が必要な際に専門技術者が技術指導する体制構築
・ウェアラブルカメラを活用し、緊急時の支援が

必要な際に専門技術者が技術指導する体制構築

・点検時や緊急時を想定し、現地
要員のウェアラブルカメラによ
り専門技術者の遠隔臨場による
現地調査を実証。（専門技術者
の現場への移動時間が不要にな
る）

・ウェアラブルカメラ等の機材の
取扱いマニュアル等を整備。

・職員の習熟を図る。

河川③
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（姫路河川国道）副所長、保全対策官、河川管理第一課

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・過年度の現場実証を踏ま
えた試行着手のための整
理

・試行による課題抽出・習
熟

・ 試行の検証

試行（課題抽出・習熟）【事務所】

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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河川③

実装に向け試行を検
証【局・事務所】

R4年度に
達成すること

試行に着手し、実運用に向け課題を抽出し・習熟を図る

5/24樋門操作訓練で試行（加古川・揖保川）、6/9樋門操作訓練で試行（名張川）

○昨年度の現場実証を踏まえ、職員による機材の接続操作のためのマニュアルを作成。
○一部の先行事務所での試行を経て、出水期明けより順次全事務所で堤防点検にて試行。
○実装に向け試行を検証。

試行のための
整理
【事務所】

７月より堤防点検で試行予定

６月に樋門操作訓練で試行予定（熊野川）
6/8高水護岸陥没事故調査で試行（加古川）

9/7に樋門点検で試行（熊野川）

出水期明けより堤防点検で試行
11/11揚排水機場事故で試行（紀の
川）

共通様式－２

： 計画 ： 実施
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河川③

【取組】変状箇所等の確認にウェアラブルカメラを活用し、熟練専門技術者の遠隔臨
場により即時に補足調査し今後の対応方針などを判断。(従前作業の効率化)

事故現場から現地情報の共有（R4.6.8加古川）

事務所災対室

本局執務室

本局（出張先）

現場（事故施設）

ポンプ停止事故現場で復旧支援（R4.11.11紀の川）

本局･事務所現場（被災箇所）カメラ

カメラ

カメラカメラ

カメラ映像

堤防点検研修会におけるWEB参加向けの情報共有（R4.11.11加古川）

現地⇔遠方拠点

事務所災対室

現地⇔遠方拠点ウェアラブルカメラ

カメラ

カメラ

河川維持管理技術者



検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・上野遊水地におけるドローンによる湛水前巡視の効率化

目的・目標

（現状と課題）
・湛水前巡視はパト車から目視（2班体制）

で実施しているが、省人化、迅速化およ
び夜間等の識別レベル向上が必要

（検討テーマ）
・広範な遊水地において、湛水前の巡視に

よる耕作者等の発見と退避の促しについ
て、ドローンを活用した識別により効率
化及び高度化を図る

・過年度の現場実証を踏まえ、実装
に向け試行による経験を蓄積しつ
つ課題を抽出

・試行による効果検証を重ね、新体
制として運用

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
現場実証
R3年度までの現場実証を踏まえ、巡視の新体制
運用に向け試行（課題抽出・習熟）

(短期)①民間委託の適用検討を踏まえ試行
(短期)②本運用を想定し巡視実施者による試

行
実装

河川④
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（木津川上流）副所長、建設専門官、管理課

①

②

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・試行による課題抽出（訓
練による代替試行も想定）

・試行結果の分析・とりまと
め

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

河川④

試行(訓練による代替試行も想定)
【事務所】

試行結果の分析・とりまとめ
【局・事務所】

R4年度に
達成すること

試行に着手し、実運用に向けた課題を抽出

75

○ドローンの安定した運用のため実洪水での試行を行い、課題を抽出し解決策を検討。
〇試行を重ね、本格運用に向け経験・ノウハウを蓄積。
○試行結果を分析・とりまとめ、令和５年度の試行巡視で引き続き検証を進める。

9/20試行(台風14号)
11/1試行(台風22号想定)

12/13試行(民間委託想定)

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川④

76

【取組】ドローン自律巡航による赤外線カメラの画像検出により、夜間においても農耕
者等を速やかに抽出し退避の促しを検証･試行。(人員体制を縮小した新体制の
運用(２班→１班＋ドローン))

新居遊水地

赤線のように、上空８０mをド
ローンで自律巡航し巡視

小田遊水地



検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ６年度 R７年度
水質調査手法の見直し

（短期）①既存技術の事例収集
（短期）②各種基準等で定められた水質調査内容の整理
（短期）③既存技術の現場適用性の評価
（短期）④新技術に求める仕様等整理
（長期）⑤採水作業の効率化・削減及び船舶調査の廃止

の検討

自動採水、原位置測定技術の開発

（長期）①自動採水、原位置測定等各技術の開発
（長期）②自動採水、原位置測定等技術による水質調査

の試行

・湖沼･ダム湖等での水質・地形調査の自動化により、船舶等管理施設や人件費等
維持管理経費の削減および分析時間の短縮

・水質調査のマニュアル等へ開発した技術による調査手法等を反映

目的・目標

・水質調査手法の見直し
・自動採水、原位置測定技術の開発

・現行の水質調査(採水･分析)の要求水準見直し
・既存技術の現場適用性の確認
・自動採水、原位置測定等各技術の促進

77

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

河川⑤ 検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川環境課、河川管理課
（琵琶湖河川）総括保全対策官、調査課
（技術事務所）副所長、技術開発対策官、技術活用・人材育成課

①

②
③

④

⑤

①

②

共通様式－１



四半期毎
スケジュール

78

河川⑤

R4年度に
達成すること

既存技術の調査・研究及び事例収集をより詳細に行い、琵琶湖水質調査における現行手法
と新手法の技術面の差異を整理のうえ、新技術の適用性について実証実験を踏まえ検証。

○従来の定期水質調査において、各種基準等で必要とされる調査事項を詳細に整理。
○新手法（既存技術）について実証実験を行い、適用性を評価。
○将来的に、新技術により調査を行う場合に必要となる技術水準、機器仕様等を整理。

共通様式－２

： 計画 ： 実施

内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

現行の水質調査（採水・分析）
の要求水準見直し

既存技術の現場適用性の確
認

既存技術の事例収集

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

実証実験を踏まえた現場適用性の評価等

新技術に係る仕様等整理
（事務所）

各種基準等で定められた水質調査
内容の整理 現場実証実験

（1月10、11日実施）



河川⑤

現行の水質調査（採水・分析）の要求水準見直し 要求水準の整理、新技術適用性評価

79

【取り組み内容】
• 琵琶湖の水質測定（採水、分析等）について、各種基準等に基づき求められる事項を要求水準として詳細に整理

要求性能 水中ドローン等の新技術等に求められる要求水準

①採水性能
現状の採水作業と同等の採水量が確保できること（北湖約7L、南湖約9Ｌ）
所定の深度で採水可能であること（水深0.5ｍ）
採取資料の品質が確保されていること

②位置把握性能
現行の採水地点と同じ精度で位置情報の確保が可能であること
（実績値として、強風・波浪時でも2秒（約50m）範囲内で採水）

③運搬性能 岸から採水地点まで往復が可能であること

④運動性能
障害物（他船舶、漁業用施設）や水草に対して回避可能な性能があること
強風・波浪時でも安全に走破できること

⑤不安全作業 採水作業を通じて不安全な事項が無いこと

⑥作業労力・時間 運用に必要な作業員数や時間等のコストが、コスモによる採水作業以下であること

表 水中ドローン等の新技術等に求められる要求水準

水上ドローン（ASV）



検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ダム･堰におけるドローンを活用した巡視の効率化

目的・目標

（現状と課題）
・瀬田川洗堰の放流前巡視では徒歩＋車両に

より目視（最大6名）で実施しているが、省
人化および夜間等の識別レベル向上が必要

（検討テーマ）
・広域となる下流の放流影響区間において、

放流前巡視による河川利用者等の発見と退
避の促しについて、ドローンを活用した識
別により効率化及び高度化を図る

・既存のドローンを活用した各種取り
組みの情報収集を踏まえ、巡視に適
用可能な計画を立案

・機材選定や運用計画を検討のうえ、
実証実験を重ね、新体制としての運
用を目指す

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
ドローン活用事例調査、ドローン技術動向調査
瀬田川洗堰におけるドローン巡視計画の立案

(短期)①実証実験
(長期)②試行

実装

河川⑥【新規】

80

検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（琵琶湖河川）副所長、管理課長

①

②

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・ドローン活用事例調査

・ドローン技術動向調査

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール河川⑥【新規】

事例調査(文献調査、専
門業者ヒアリング等)【事務
所】

R4年度に
達成すること

瀬田川洗堰におけるドローン巡視計画の立案に向けた事例把握及びドローン技術動向把握

81

○様々な分野で利用されているドローン活用事例を調査し、瀬田川洗堰下流におけるドローン飛行に向けた課題
を抽出する。（高圧電線、道路橋等の各種制約条件の整理を含む）

○ドローン機材や、運用ルール等の動向を把握し、ドローン巡視計画の立案に向けた検討事項を整理する。

動向調査(文献調査、専
門業者ヒアリング等)【事務
所】

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川⑥【新規】

【取組】ドローン自律巡航による赤外線カメラの画像検出により、夜間においても河川
利用者等を迅速に発見し退避の促しを検証･試行。(人員体制を縮小した新体制
の運用(３班→１班＋ドローン)) 将来的にはAIによる自動検出も視野に入れる。

堰下流(約７km)を徒歩+車両により巡視

事務所

パト車巡視の例

徒歩巡視の例ドローンによる
巡視のイメージ

82



河川⑦

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ドローンの自律飛行を用いた砂防施設等の点検・調査

目的・目標

●山間部は携帯電話回線の不感地帯が多く、ド
ローン調査映像のリアルタイム共有が困難。

●現在のヘリによる緊急調査では、計測誤差が
大きく正確な計測が困難。

●現在の点検では、ドローンによる撮影画像を
人力で変状確認・判定を行っており効率化が
望まれる。

●既配備済の公共ブロードバンド(公共BB)通信機器を搭載した
ドローンによるリアルタイム映像伝送の実証実験を実施。

●緊急調査の計測精度向上のため、ドローンレーザを活用する
実証実験を実施。

●自動点検に向けて、点検関係データの電子化・プラット
フォーム整備、変状の自動抽出技術開発の検討を実施。

検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川計画課、河川管理課
（紀伊山系砂防）副所長、調査課
（大規模土砂災害対策技術センター）

83

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 R７年度

飛行に関する実証実験・試行

(長期) ①映像伝送技術の検討

(長期) ②ドローンレーザの調査技術検証

自動点検に関する検討

(長期) ①プラットフォームの整備

(長期) ②自動変状抽出技術の開発

(長期) ①自動点検の実装

LTE活用 公共BB実証実験 既存技術組み合わせ検討

・既存システムとの連携
・プラットフォーム整備

実装

機材選定・調達準備

変状画像の収集・開発フローの整理 他地整との共同連携

実証実験

プラットフォームデモ版作成

83

共通様式－１



河川⑦

内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

映像伝送技術の
検討

ドローンレーザの
調査技術検証

プラットフォー
ムの整備

自動変状抽出技
術の開発

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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R4年度に
達成すること

・電波不感地帯における公共BBの活用検討・実証実験
・施設点検における自動変状抽出技術の検討 等

変状画像の収集・開発フローの整理
【事務所】 【大規模センター】

電波不感地帯における公共BBの活用検討・実証実験
【事務所】 【大規模センター】

実証実験と適用性検証
【事務所】 【大規模センター】

共通様式－２

プラットフォームデモ版作成
【事務所】 【大規模センター】

： 計画 ： 実施



河川⑦
映像伝送技術の検討 電波不感地帯における公共BBの活用検討・実証実験

85

【背景】
携帯電波不感地帯において大規模斜面崩壊

は多発しており、安全・迅速な災害調査には電
波環境に依存しない安定した通信技術の確保
が必要。

公共ブロードバンド（公共BB）は、地形による

電波遮断の影響を受けにくく、山間地域におい
ても通信を行うことが可能。

【取り組み内容】
携帯電波不感地帯において、現場でUAVを安

全に飛行させ災害状況を確認しつつ、その映像
を電波圏内まで公共BBで伝送させることにより、

リアルタイムに現場状況を遠隔地に伝える実証
実験を行う。

【目標】
①【今年度】ドローン、公共BB、Car-SATを併用し

た映像伝送を検討し、安全・迅速・効率的な調
査点検技術の高度化を図る。

②【次年度以降】実証実験成果を踏まえ、既存
技術との最適な組み合わせや調査体制構築
の検討を行う。

栗平地区での実証実験 現地調査班

公共BB搭載UAV
離着陸地点

現地対策本部
公共BB基地局

携帯電波不感地帯



検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 R5年度 R6年度
LPWA技術を活用した情報共有システムの検討及び構築

LPWA通信機器の現場設置及び実証（現場実証）
（短期）①LPWA通信機器現場設置
（短期）②運用マニュアル（案）作成

システム改良
（短期）①対象樋門の追加、機能の改良等（高度化利用）
（短期）②システム構成最適化・通信仕様標準化等

他河川への展開
（短期）①国と自治体の役割分担の素案検討
（長期）②他河川への展開

①
② 素案作成

現場検証に基づく
見直し期間

②
①

①
②

・流域治水の推進に向け出水時における流域内の諸情報を低コストに一元化
目的・目標

河川⑧
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（技術事務所）副所長、技術活用・人材育成課
（大和川河川）副所長、管理課

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容
（現状と課題）
・流域内の浸水状況や施設の稼働状況を一元化したシ

ステムはこれまで構築されていない
・例えば、各許可樋門等の開閉状況を把握する手段は、

各管理者等への電話等のみ
（検討テーマ）
・低コストで流域内の諸情報や各管理者の情報の一元

化
・流域一元化に向けての参加障壁を下げるため、安価

で簡易な仕組みの構築 ※通信機器の仕様等については、土木研究所から技術的サポートを受けている。

・流域内の樋門等を対象とした開閉状況の情報
を一元化するシステムの実証
（実証試験フィールドは大和川流域を選定）

・実証結果を基に安価で簡易な仕組みとして
通信にLPWA技術を採用した機器仕様の作成

・他流域への展開を見据えた、開閉状況の一元
化に係るシステムの運用マニュアルを作成

（運用マニュアルに含む）

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

LPWA通信機器の追加設置【事務所】

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール河川⑧

R4年度に
達成すること
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システム改良
【事務所】

標準仕様の検討・作成、運用マニュアル作成
【事務所】

・樋門へのLPWA通信機器
の追加設置

・前年度の現地実証を踏ま
えたシステム改良

・LPWA通信機器等の標
準仕様を検討・作成

・LPWA通信機器の樋門への追加設置
・許可樋門等も含めた樋門を対象とした開閉状況の情報を一元化するシステムの実証

（現地実証（大和川河川事務所管内：大和川河川事務所・大和郡山市・三郷町））

システム改良検討
【事務所】

現地実証【事務所】・現地実証

○LPWA通信機器をR3年度に３基設置しており、今年度も大和川河川に追加設置（16箇所追加で全部で19箇所）。
追加設置の確認に時間がかかっており、2022年12月時点で通信機器12箇所設置で動作確認中の段階である。

○昨年度の現場実証を踏まえ表示システムを改良（自治体ヒアリング等実施）。
○洪水時の稼働を現場実証のうえ、他河川への展開用として運用マニュアル等を整備。

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川⑧
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LPWA通信機器は安価で簡易に取り付けられる市販機器を想定
（数万程度の機器を目指す）

LPWA技術による効果発現イメージ
流域内の樋門等の開閉状況の情報を一元化（例）

逃げ遅れゼロの
判断材料になる

流域全体の状況
が把握しやすい

【取組】流域内の諸情報や各管理者の情報
の一元化を低コストなLPWA技術
による簡易な通信システムを構築。
実証実験の結果を踏まえシステム
の標準化や運用マニュアルを作成。



当面の取り組み内容

・ポップアップアラートによる災害対応業務の確実性向上

目的・目標

（現状と課題）
・洪水時の災害対応業務では水防警報発令や

樋門操作員派遣を確実に実施する必要があ
り、各種情報を目視で常時監視

・限られた要員数でいかにタイミングを逃さ
ず確実に実施するかが課題

（検討テーマ）
・大和川の水位に応じて必要な対応を可視化
・タイミングを逃さないアラート

・大和川水位によるタイムライン整
理

・実況水位、予測水位に応じた行動
開始のポップアップアラートシス
テムの効果検証

・タイムライン中で、現在どの位置
にいるか明示し今後の対応準備を
図る

・実装により災害対応時に各種情報
の目視で常時監視する要員を削減

検討テーマ Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度
システムの試行

タイムライン整理

システムの改良
(短期)①タイムライン機能付加

システムの実装

河川⑨
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：水災害予報センター、河川管理課
（大和川河川）副所長、調査課

検討テーマ（現状・課題）

①

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

システムの試行
【事務所】

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

河川⑨

R4年度に
達成すること

試行に着手し、実運用に向けた課題を抽出

90

○昨年度にシステムは構築したが、出水の実績が少なかったことから今年度も引き続き試行。
○出水時の災害対応業務における試行により課題を抽出のうえ、有効性の検証や必要に応じて改良も検討。

・防災行動支援システムの
実洪水での試行

システムの課題抽出【事務所】・試行において課題抽出

・有効性の確認、改良の検
討

検証、検討
【事務所】

※R4年度も出水実績が無かったため、継続して試行が必要（注意体制3回のみ）

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川⑨
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水位がトリガーとなって対応必要
な行動項目がポップアップされる
（重要度に応じて色分け）

実況水位等に応じて実施が予定され
る｢水防警報｣発令や｢樋門操作員｣派
遣等の行動項目をリストアップ

待機連絡を判断

【取組】実況水位や予測水位に応じた行動開始の機を逸しないためのポップアップア
ラートを試行のうえ災害対策室のシステムに導入。

樋門操作の

水防団への
出動連絡を判断

洪水予報の
発表を判断

全項目
表示

「 ボタンを押「全項目表示」ボタンを押
すと別ウインドウで防災行
動項目一覧が表示される。



検討テーマ Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度
ＡＩによるダム管理の高度化に向けた検討
ドローンによるダム管理の高度化に向けた検討
実装に向けた課題整理

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ダム管理業務におけるDXの推進

目的・目標

（現状と課題）
・近年の気候変動により異常洪水時防災操作の可能性

が高まる一方で、経験者不足が今後懸念される。
・施設の老朽化、技術者不足が今後懸念される。

（検討テーマ）
・雨の降り方が変わってくることに備え、AIによる予

測精度の向上。
・施設の老朽化に備え、ドローンによる点検巡視の効

率化･自動化。

・AIを駆使した技術について、最
新技術の動向を調査。

・ドローンを活用したインフラ施
設管理について最新技術の動向
を調査。

・各々のダムの特性に応じたＤＸ
推進のための検討。

河川⑩【新規】
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検討メンバー
リーダー：河川情報管理官
事務局 ：河川管理課
構 成 ：河川管理課
（淀川ダム統合管理事務所）副所長、広域水管理課

共通様式－１



内容

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

・ＡＩによるダム管理の
高度化に向けた検討
（流入予測）

ＡＩ技術の適用に関する検討に係
るデータ収集【本局・事務所】

インフラDX
推進幹事会

部会長会議部会長会議 インフラDX
推進幹事会

インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール
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河川⑩【新規】

R4年度に
達成すること

ダム管理の高度化に向け、AI技術による流入予測の向上に関する基礎検討を実施

先行する水系におけるモデルの開発
【事務所】

共通様式－２

： 計画 ： 実施



河川⑩【新規】

【取組】ダム管理業務に最新のIT技術を適用することでDXを推進し、操作の省力
化、維持管理の効率化等を図る

AIによる流入予測の向上（イメージ）

ドローンによるクラック調査の向上（イメージ）
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検討テーマ R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

港湾建設現場の省人化・生産性向上の推進に資する新技術

  (短期）①BIM/CIM及びリモート技術を活用した現場実証

（短期）②ドローン等を活用した港湾施設の3次元点群データ取得

（長期）③3次元点群データによる維持管理、被災時の残存性能への活用

CONPAS活用によるコンテナ搬出入処理能力の向上

 （短期）①試験運用を通じたシステムの構築

 （長期）②機能向上・他ターミナルへの展開

港湾空港

・港湾におけるDX（デジタルトランスフォーメーション）を通じた抜本的
な生産性の向上

目的・目標

検討メンバー
リーダー：事業計画官
事務局 ：港湾事業企画課
構 成（局）港湾空港整備・補償課、

海洋環境・技術課、クルーズ振興・港湾物流企画室

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容
港湾建設現場の省人化・生産性向上の推進に資する新技術

・BIM/CIM及びリモート化による港湾の海上・水中における
監督・検査業務の効率化

・ドローン等を活用した港湾施設の3次元点群データの取得による
維持管理の効率化

・BIM/CIM及びリモート技術を活用
した現場実証

・ドローン等による港湾施設の3次元
点群データの取得

・阪神港における試験運用を通じたシ
ステムの構築

CONPAS活用によるコンテナ搬出入処理能力の向上
コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーの
ターミナル滞在時間の短縮を図ることでコンテナ物流の効率化及び
生産性向上を実現する

①
現場実証

②
データ取得

③

①
システム構築 試験運用

② 95



港湾空港
四半期毎

スケジュール

96

R4年度に
達成すること

現場における実証事業や試験運用を通じて、利用促進や機能改善のための
課題を把握する。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

①港湾建設現場の省人化・生産性向
上の推進に資する新技術の現場実証

  BIM/CIM及びリモート技術を活用
した現場実証

  ドローン等を活用した港湾施設の
3次元点群データの取得

②CONPAS活用によるコンテナ搬出
入処理能力の向上

 試験運用を通じたシステムの構築

内容
部会長会議
（6/3）

インフラDX
推進幹事会
（6/17）

部会長会議
（仮）

インフラDX
推進幹事会
（仮）

インフラDX
推進本部会議
（仮）

システムの構築

試験運用（大阪港） 試験運用（神戸港） 試験運用（大阪港）

桟橋工事における現場実証（大阪港）

UAVによる3次元データ活用（舞鶴港）
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： 計画 ： 実施



○CONPAS※１は、コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーのターミナル滞在時間
の短縮を図り、コンテナ輸送の効率化及び生産性の向上を図ることを目的として国土交通省が開発。

○令和3年度においては、神戸港及び大阪港で営業コンテナ（輸入コンテナの搬出・実入り）を対象として
システムフローや携帯端末のGPS機能について一連の動作を確認するとともに、神戸港ではゲート処
理の効率化を検証。

○令和4年度においては、コンテナ数の規模を拡大し、新たに輸出コンテナも含めた試験運用を実施。令
和5年度中の本格運用開始を目指し、関係者と取り組む。

※1 Container Fast Passの略称
※2実施内容は阪神港において検証中の機能

PSカード

ゲート ヤード臨港道路

タッチ

【PSカードの活用】
【携帯端末による行先表示】
• コンテナ情報、ドライバー情報等を付与した

PSカードをカードリーダーにタッチし、ターミナ
ルのコンテナ情報等とCONPAS上で照合

• トレーラーの行先を携帯端末に表示

●●
レーンへ

ドライバーの携帯端末 【車両接近情報の活用】
携帯端末のGPS機能を用いて車
両位置情報をターミナルに送信し、
ターミナルでの荷役作業に活用
（今後実施）

【搬出予約制度】
• CONPASを通じてコンテナの搬出日時を

予約

【貨物情報の事前確認】
• コンテナの搬出可否情報を事前に把握

して来場
• 関係者は搬出状況や搬出可否情報を

リアルタイムに把握可能

【専用携帯端末GPS機能の活用】※2

• トレーラーの位置情報表示、ゲート前渋
滞情報の表示、ゲートアウトの自動判定

搬出予約制度

コンテナの搬出日時に予約
制度を導入し、トレーラー
の到着時間を分散・平準化

PSカードの活用

コンテナ情報等を付与したPSカー

ドのタッチによりゲート通過させ
ることでゲート処理時間を短縮

車両接近情報の活用

車両接近情報を検知し、
事前にコンテナを取りだ
しやすい位置へ移動させ
ることにより荷繰りを効
率化（今後実施）

貨物情報の事前確認

搬出作業状況や搬出可否情
報を事前に確認することによ
り、ゲートでのトラブルを回避

携帯端末による行先表示※2

ターミナル内の行先をドライバーの携
帯端末に表示することで、プラカード
発行を省略し、ゲート処理時間を短縮

筐体型
カードリー

ダー

阪神港におけるCONPAS※１の導入

令和3年度に動作確認を行ったシステムフロー範囲

97



人材育成支援

検討テーマ（現状・課題） 当面の取り組み内容

・ デジタル技術を駆使した新しい働き方の実現
・３次元データやデジタル技術などを活用できる人材を育成
・インフラ分野のDXを推進する官民の人材育成の支援

目的・目標

・2023年度全ての工事に原則適用
されるBIM/CIMデータを扱える

人材育成
・建設現場のICT施工・無人化施工に

対応できる人材育成
・インフラ分野のDXに関する

情報発信

・インフラDX研修の実施
及びフォローアップ

・BIM/CIM、ICT等を扱える人材を育成し、
新しい働き方の実現を支援する

・インフラ分野のDXに関する
技術の収集と発信

検討メンバー
リーダー：建設情報・施工高度化技術調整官（近畿技術事務所長）
事務局 ：施工企画課
構成 ：技術管理課、技術調査課、近畿技術事務所
（技術事務所）総括技術情報管理官、副所長、技術活用・人材育成
課
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検討テーマ Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

2023年度全ての工事に原則適用される
BIM/CIMデータを扱える人材育成（長期）

建設現場のICT施工・無人化施工に対応できる人材育成
（長期）

インフラ分野のDXに関する情報発信（長期）



内容
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

インフラDX研修の
実施及び

フォローアップ

人材育成支援

インフラ分野のDX
に関する技術の

収集と発信

BIM/CIM研修

無人化施工研修

研修生募集

研修内容に対するアンケート調査・意見交換会を実施

インフラDX
推進幹事会 部会長会議部会長会議 インフラDX

推進幹事会
インフラDX
推進本部会議

四半期毎
スケジュール

R4年度に
達成すること

【研修】サテライト研修、実現場を利用した職員講師による人材育成（淀川大堰）、（仮）
BIM/CIM施工研修
【情報発信】年６回DX通信の発行、新技術の定期的な情報発信、定期的なSNS発信
（twitter）、民間の新たなDX技術の活用検討（DXシンポジウム、建設技術展でのDXコンペ）、
新庁舎のDXルーム
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BIM/CIM施工研修

ICT研修
サテライト研修

ＤＸに関する技術情報（取り組み事例を含む）の発信（ＤＸ通信、SNS発信含む）

学校との連携

民間の新たなDX技術の発掘と発信

新庁舎のDXルーム活用検討

実現場を利用した職員講師による人材育成（淀川大堰閘門事業のDX現場活用講習会）

DXシンポジウ
ム開催予定

研修方針のとりまとめ 研修内容への反映
アンケート調査等のとりまとめ

人材育成支援

建設技術展における
DXコンペ

新庁舎DXルーム情報発信開始

： 計画 ： 実施



人材育成支援部会 ～取組内容～

＜人材育成支援部会＞

近畿インフラDX推進センターでの研修及びその他講習会

インフラDXシンポジウム

インフラDXコンペ

その他情報発信

近畿インフラDX通信、近畿インフラDX推進センターHP、Twitter 等

サテライト会場（豊岡市）

淀川インフラDX推進センター

VR体験

■次世代型エンジニアの育成を支援（学校との連携）
取組内容

学生向けの見学会を実施した。また、参加者のア
ンケートから、建設業に対するイメージの分析を
行った。
今年度の結果

R4年度になって、学校関係（大学、高等専門学校、
工業高校）の来場が急増した。
今後の方針

① 大学、高専、高校へは建設業のイメージアッ
プに加え、学校では体験できない最新の技
術を学ぶ機会を提供できるよう、引き続き学
校との連携を行う。

② 建設業のイメージアップを図る見学会の対象
の拡大を検討する。

無人化施工研修

BIM/CIM施工研修

＜来場者：２７３人 オンライン参加者：４５９人＞
シンポジウムでは「DXへの挑戦」をテーマに3次元データを活用した官民の取り組みを

紹介すると共に、生産性向上に向けた地元建設業の取り組みや人材育成等について意
見が交わされました。

取組内容

「建設技術展２０２２近畿」において、インフラ分野のＤＸ推進に活用できる技術を発掘し
技術開発を促進することを目的に、インフラDXコンペ発表会を行い１５技術のプレゼンテ
ーションが行われ、審査の結果、優秀技術として４技術が選定された。

今後の方針

優秀技術を試行フィールドで使用し評価を行う。

■BIM/CIM 及び ICT施工に対応できる人材育成

取組

R3年度実施のBIM/CIM研修、ICT活用研修、無人
化施工研修に加え、R4年度はサテライト研修（豊岡）、
淀川大堰閘門事業のDX現場活用講習会を実施。

また、施工者、設計者、発注者向けのBIM/CIM施
工研修を一回実施。
今年度の結果
BIM/CIM研修：若手職員（約200名）の２カ年での全
員受講を目指しR4年度枠を100名に拡大し、88名が
受講した。
ICT活用研修：施工者向け研修において、R3年度に
比べ、自治体工事の受注者である、競争参加資格
の未登録業者の参加が増加している。
今後の方針

BIM/CIM研修：
実習時間の拡大や、実際の業務内容に沿った実

践的な講義内容を検討する。
ICT活用研修：

過去に当研修を受講した受講者に、その後のICT
活用状況などフォローアップ調査を行い、研修へ反
映する。
無人化施工研修：

現場で運用のサポートをする監理技術者、および
現場代理人の参加が増えており、オペレーターおよ
び管理技術者、現場代理人の両方の育成を進める。
BIM/CIM施工研修：

受講者の増加に備え実施回数を検討する。

※11月時点で昨年度の約４倍の
学生が来場

＜優秀技術＞
①可搬式移動物体検知システム CANP’S ②コンクリート締固め管理システム
③全方向水面移動式ボート型ドローン ④ドローン点検必携アプリ（マプリィ点検調査版）（仮称）

■インフラ分野のDXに関する情報発信

0 847
9

212

110

ICT活用研修（施工者）

BIM/CIM研修
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近畿のインフラＤＸの取り組み

資料－２－３

令和４年度 第１回

近畿地方整備局 インフラDX推進本部会議

令和５年２月２２日
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企画部技術管理課 → 幹部会出席者 20221206_企画部技術管理課_説明_1年未満 【機密性2】

近畿地方整備局

令和４年度近畿地方インフラDX大賞

【近畿地方インフラDX大賞】
(1)府県・政令市、市町村、特殊法人等の建設現場の生産性向上に係る取組を普及・拡大させることを目的に令和3年度に「近畿地方

i-Construction大賞」として創設（R4年度より近畿地方インフラDX大賞に改称）。
(2)本年度は工事部門で15件、自治体の取組で１件の応募があり、選考委員会(10/31)にて、表彰案件の選考を実施。

【地方公共団体発注の工事：特別優秀賞3件、優秀賞１件、優良賞３件】、【地方公共団体の取組：特別優秀賞1件】。

(3)特別優秀賞に選考された3件のうち2件を、直轄の工事・業務の推薦案件3件と合わせて本省が実施するインフラDX大賞に推薦。
(4)表彰式は、令和4年11月2日に実施。

直轄の工事・業務（本省インフラDX大賞への推薦）

表彰状贈呈 近畿地方インフラDX大賞

建山委員長講評

受賞種別 受賞者 件名
推薦団体
（発注者）

本省推薦

特別
優秀

大林・名工・道端JV 北陸新幹線、福井開発高架橋
鉄道・運輸機
構北陸新幹線

建設局
○

特別
優秀

檜尾建設株式会社 高野辻堂線道路復旧工事 奈良県 ○

特別
優秀

株式会社大翔 令和３年度第240-３号春日山公園整備工事 滋賀県 -

優秀
東亜・港特定建設工
事共同企業体

被災した消波工の3次元モデルを用いた迅速復旧 神戸市

優良
株式会社　仁木総合
土木

国道３０７号道路新設改良工事 京都府

優良 金下建設株式会社 掛津峰山線　広域連携交付金（改築）工事 京都府

優良 株式会社　小森組
令和2年度 県債 道改交金 第145号　長井古座線
道路改良工事

和歌山県

受賞種別 事業者 件名 推薦団体 本省推薦

特別
優秀

大阪府 関係機関協議の円滑化 大阪府 ○

推薦団体 事業者 件名

1
紀伊山系砂
防事務所

中電技術コンサルタン
ト株式会社

ＵＡＶの自律飛行による天然ダムおよび砂
防関係施設の点検・調査

2
福知山河川
国道事務所

株式会社
第一土木

前田地区大谷川樋門築造工事

3
大阪港湾・
空港整備事

務所

東亜・不動テトラ・本間
特定建設工事共同企

業体

大阪港北港南地区航路(-16m)附帯施設
護岸(2)余水吐等工事

地方公共団体発注の工事

地方公共団体の取組

表彰式の開催

日時：令和4年11月2日 場所：近畿地方整備局
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機密２インフラDX認定 概要

インフラDXの取組を
継続的に実施

1. 過去３年で３件のＩＣＴ活
用工事の実績がある。(注①②)

2. 今後の人材育成の計画が具
体的である。 (注③)

3. インフラＤＸ推進の取組の
計画が具体的である。

○認定制度の目的

・業界のＤＸを活用した様々な技術による新３Ｋの取り組みの促進
・地元建設会社におけるデジタル技術活用の人材育成とインフラＤＸ等の普及促進

○申請条件と認定方法

申請建設会社の条件

○認定の有効期間とインセンティブ
・インフラDX認定の有効期間は３ヶ年とする。更新申請が認められればさらに3年間有効とする。
・更新申請を申し込まなかった場合、もしくは、更新が認められなかった場合は、その有効期間をもって失効する。
・認定された建設会社は、総合評価落札方式の入札時に「企業の施工能力（表彰枠）」の項目で加点対象となる。

1. 建設会社のＩＣＴ活用工事の実施状況（過去３ヶ年分）
2. 上記①の工事を担当した技術者数
3. 人材育成（ＩＣＴ関連研修）の取組状況
4. ＩＣＴ機器の保有状況
5. 施工実績（過去３ヶ年から３工事を抽出し、具体的な

工事内容を記述）
6. インフラDX取組推進計画

・人材育成計画
・インフラＤＸ取組計画

取組推進書の提出

申請書類

応
募

審
査

認
定

審議
3/3

認定
3中下旬

近
畿
地
方
整
備
イ
ン
フ
ラD

X

認

定

委

員

会

認
定
書
の
交
付

※

近
畿
地
方
整
備
局
Ｈ
Ｐ
で
の
建
設
会
社
名
公
表

注① 工事の実績は、直轄及び地方自治体が発注する工事とする。
注② ＩＣＴ活用工事の５つの施工プロセス（測量、設計データ作成、施工、施工管理、納品）のす

べてのプロセスを実施していること。
注③ 社員に対してＩＣＴやBIM/CIMに関する研修の計画が数値目標として示されていること。

○申請条件の確認
・認定された会社は、申請書類に記載した条件に対してその履行が認められなかった場合は、認可を取り消される

場合がある。

募集期間：12/5～12/19 応募件数52社
内訳:Aランク 2社,、Bランク 8社、Cランク40社、Dランク 2社

インフラDX認定委員会
立命館大学 建山先生
土木学会関西支部 勝見先生
企画部長
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令和４年度 広報報告
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

DXに関するTV報道

番号 放映日 報道機関の名称 番組名 件名
分野

（DX/ICT/BIM・CIM/コン
クリート/平準化/リモート化

等）

1 2022/6/6 NHK関西 ニュース
ドローンなど新技術で橋の橋脚など損傷
点検 説明会 和歌山

DX

2 2022/6/6 NHK和歌山
ギュギュッと
和歌山

ドローンで橋などインフラ設備を効率的
に点検 印南町で説明会

DX

3 2022/9/14 NHK和歌山 ニュース
守る 「深層崩壊」を予測する DX

4 2022/9/21 NHK和歌山
ギュギュっと
和歌山

守る 土砂災害後の情報収集○○○で進
化？

DX

5 2022/9/22
テレビ和歌
山

WTVニュース
中学生が工事現場をリモート見学会 リモート化

6 2022/10/6 びわこ放送 滋賀いろ
県道の付替工事にあるものを活用 DX

7 2022/12/16
テレビ和歌
山

WTVニュース
「３Dプリンタ」で土木工事の構造物を作
る。

DX

８ 2023/1/11 NHK奈良 ニュース
京奈和自動車道の工事現場 ＶＲ使いながら
小学生が見学 橿原

DX

○令和４年度、DXに関するTV報道は、1月１３日時点で８件。
○ドローンによる軽量盛土運搬、中校生のDX体験見学会等の内容。
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

DXに関する新聞報道

番号 掲載日 報道機関の名称 件名
分野

（DX/ICT/BIM・CIM/コンク
リート/平準化/リモート化等）

1 2022/4/21 紀南新聞
先端技術に触れる 新宮紀宝道路 工事現場を見学 新翔高生徒 驚きと感
動

DX・ICT

2 2022/4/21 熊野新聞 新翔生徒が建設学ぶ 新宮紀宝道路の見学会 新宮市 DX・ICT

3 2022/4/28 中日新聞 建設中の橋歩きに感動 新宮・新翔高が新宮紀宝道路を見学 DX・ICT

4 2022/5/30 建通新聞 赤谷３号堰堤自動化施工 土木学会技術賞に DX
5 2022/5/30 建通新聞 無人地帯での目視外自動飛行を確立 DX
6 2022/6/1 紀伊民報 橋点検の新技術を実演 コスト減、安全性向上へ 印南で6月6日 DX・ICT

7 2022/6/8 紀州新聞 安全で効率的、低コスト ドローン、Rカメラで橋の点検 印南町でデモ DX・ICT

8 2022/6/8 日高新報
危険を回避、コストも削減 橋梁点検のロボカメラ等 国交省が印南で最新
技術実演

DX・ICT

9 2022/6/14 紀伊民報 橋点検の新技術試す ドローンやカメラ活用 印南 DX・ICT

10 2022/7/14 建設経済新聞
国道24号の電線共同溝工事 ３Ｄプリンターの実用性検証 土木現場での射
出は日本初 吉村建設工業 DX、無人化

11 2022/8/20 日本経済新聞
防災ドローン隊、海へ山へ 和歌山・印南、津波や獣害対策 職員30人パイ
ロットに

DX・ICT

12 2022/9/16 紀南新聞 公共事業の現場を体感 北山中「苦労がありがたい」 DX・ICT

13 2022/9/30 有田タイムス リモートで工事現場見学 建設とIT技術に関心を リモート化

14 2022/10/1 和歌山特報
有田市の3中学校全生徒がリモートで有田海南道路の「橋梁」「トンネル工
事」を見学

リモート化

15 2022/10/6 読売新聞 県道工事にドローン活用 DX
16 2022/10/6 建設工業新聞 大型ドローンで資材運搬、安全確保と時間短縮図る DX
17 2022/10/7 中日新聞 ドローンで資材運搬 DX
18 2022/10/7 建通新聞 盛土材運搬にドローン活用 DX
19 2022/10/16 朝日新聞 運搬ドローンが急斜面で活躍 DX
20 2022/10/20 日刊建設工業新聞 和歌山高専生が現場見学 近畿整備局 すさみ串本道トンネルで DX・ICT

21 2022/10/26 紀伊民報 トンネル工事現場見学 すさみ 和高専の生徒 DX・ICT

22 2022/12/17 読売新聞 建設用３Dプリンター見学 DX

23 2022/12/20 紀伊民報 建設３Dプリンターで土木構造物 串本で試作見学会開く DX

24 2022/12/20 熊野新聞 建設用３Dプリンター実演 DX

25 2023/1/12 奈良新聞 道路建設、VRで体感 京奈和道橿原JCT、児童らが現場見学 DX

○令和４年度、DXに関する新聞報道は、1月1３日時点で２５件。
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

令和４年インフラDXに関する記者発表

107

有田市内の全中学生を対象に有田海南道路のリモート現場見学

R4.9.26

・有田市内の中学校の全ての教室（23教室）と有田海南道路の工
事現場をＩＴで繋ぎ、各校全校生徒（約600名）に工事現場を見
学。
・現場からは、各中学校の先生にもリポーターとして出演。

R4.4.21 記者発表
新宮紀宝道路の現場見学会を開催
～和歌山県立新翔高等学校の生徒等を対象～

・建設現場の担い手としても期待される、和歌山県立新翔高等学校
の生徒13名等を対象に、新宮地方建設業協同組合との共催で新
宮紀宝道路の現場見学会を開催。

新聞報道あり

R4.9.29記者発表
大型ドローンによる継承盛土材運搬の見学会を開催します
～近畿地方整備局初の大型ドローンによる軽量盛土材運搬を実
施～

・山岳部において、車道にもちいる
軽量盛土材をドローンにより運搬
・人力による運搬に比べ安全性の
向上と後期短縮が図られる。

TV報道あり

R4.5.25
大阪工業大学／新入生オリエンテーション、インフラDXなど体験

・近畿インフラDX推進
センターで地元の大学の
新入生オリエンテーション
を実施。
・BIM/CIM活用の基
礎知識や操作、ICT建
機の遠隔操作などを体
験。

新聞報道あり

TV報道あり

※事務所に記者発表等の情報提供を依頼し情報共有を図っている



【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

広報活動

0
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数

近畿インフラDXホームページ 累計アクセス数

6月20日
DX研修募集開始

＜近畿インフラDX＞HP

TV
報道件数

0件 0件 2件 0件 0件 3件 1件 0件 1件 1件

8月8 日
インフラDXコンペ募集開始

○ 継続的な広報活動の結果、「近畿インフラDX」のホームページ累計アクセス数が増加。
今後も引き続きTV報道をはじめHPやSNSによる、近畿のインフラDX推進の広報を実施。

Twitterアクセス数
約２６２，０００

（令和５年1月時点）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Constructionの取り組み

資料－３

令和４年度 第１回

近畿地方整備局 インフラDX推進本部会議
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i-Constructionの推進について(ICTの全面的な活用) ～背景～

課題・取組

建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指し、i-Constructionの推進を図る。目標

現状
●近畿ブロックi-Construction推進連絡調整会議 概要

○目的

近畿ブロックにおいて、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を
目指すi-Construction（「ICT 技術の全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の
平準化」、「受発注者間のコミュニケーションによる施工の円滑化」）の取り組みを円
滑かつ効果的に国・地方公共団体及び業団体へ推進・普及するための連絡調整を
おこなうため、本連絡調整会議を設置。（平成28年３月）

令和４年５月２７日に会議を開催し、各自治体におけるICT活用の取組および普及
に向けた課題について連絡調整を行った。

○体制

学識者、建設業団体（各県建設業協会など19団体で構成）、国及び地方公共団体等
（近畿地方整備局、府県政令市、市町村、特殊法人等）

○推進・普及するための連絡調整

令和４年度 近畿ブロックi-Construction推進連絡調整会議 主な議事内容
・ICT活用工事の現場調査結果について
・各自治体発注のICT活用施工事例の報告について
・ICT活用の普及に向けた取組について

●各自治体における普及に向けた課題の整理と今年度の対応

各自治体からの課題の分類

都市部や小規模な工事が主
であり活用が困難

発注者側のICT施工のメリッ
ト・デメリットの整理が必要

技術スキルなど人材育成が
必要

その他

各自治体からのＩＣＴ活用の普及に向けた課題（抜粋）

・小規模工事が主であり、ICT建設機械のリース代が高額でリース会
社の保有台数が少ない。

・市街地での現場が多く、小規模なためコスト的なメリットが少ない。

・色々な現場条件でのICT施工事例を提示してほしい。

・発注工事のうち、ICT施工の対象となる工種が少ない。

・ICT施工の導入後の発注者側（自治体職員）の課題について整理す
る必要がある。

・ICT施工の導入による、自治体職員のメリットを整理する必要がある。

・経験者が少なく、三次元のデータに戸惑う事があった。

・ICT施工について、検査に不慣れなところがある。検査員の慣れも個
人差がある。

・人材の育成が必要だが、対象となる現場が少ない。

・対象工種の拡大により、質問が増えている。

・ICT施工の工事が増えるにつれ、質問件数が増えている。

今年度の対応

① ICT施工にかかる事例収
集と公表

② 発注者側のICT施工のメ
リット・デメリットのアンケー
ト調査

③ 発注者・施工者向け研修
の実施

④ 自治体向けのICT講習会
の実施

⑤ ICT施工のヘルプデスク
の充実化

インフラDX推進幹事会
（ICT・無人化施工推進
部会）の取組

i-Construction推進幹
事会の取組

インフラDX推進幹事会
（ICT・無人化施工推進
部会）の取組

インフラDX推進幹事会
（人材育成支援部会）
の取組

i-Construction推進幹
事会の取組
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i-Constructionの推進について(ICTの全面的な活用) ～取組内容～

ICT活用工事の発注者側のメリット・デメリット調査

ICT施工の発注者側のメリット・デメリットの整理 （工事監督：６７件 工事検査：１７件）

※大阪府、京都府、滋賀県、奈良県、福井県、兵庫県、和歌山県 を対象にアンケートを実施

１．調査結果

99
%

1%
工事監督

76%

24%

工事検査

２．分析

３．今後の課題

① 工事監督では８割以上、工事検査では全員がメリットを実感している一方
で、工事監督ではほぼ全員、工事検査では約８割がデメリットを感じてお
り、ICT施工は地方自治体の工事でも十分効果を発揮しているが、解決す
べき課題があることも伺える。

② メリットで「時間短縮」という意見がある一方で、デメリットで「手間・時間が
増加する」という意見が多く、ICT施工の導入により工事全体としては工期
が短縮されるが、担当者は従来作業との違いから戸惑いを感じ、手間・時
間が増加したと感じている事が推察できる。

① 「時間短縮」との意見について、効果の確認を実施する。

② メリットとして「品質確保」「直感的、視覚的に分かりやすいとい」といった意
見が多く、具体例を調査する。

③ 「手間・時間が増加する」デメリットについては、詳細調査を行い具体的な課
題を抽出する。

100
%

0%
工事検査

85%

15%

工事監督

ICT施工にメリットを感じた割合 ICT施工にデメリットを感じた割合

アンケート意見

メリット（工事監督）

出来形数量の確認時間が短縮できる

ヒートマップや、３次元履歴データ等の導入
により、出来形確認がいつでも行えるので
日程調整がしやすくなった

３次元データにより完成形をイメージしやす
くなり、設計図と現状の違いに気づきやすく
なり、手戻り等が減った

３次元データを活用することで、地元への説
明が分かりやすくなった

管理測点以外の任意点での出来形確認（面
管理）ができるため、施工不良箇所が判明
しやすく早期対応が可能となった。

メリット（工事検査）

ヒートマップ等により、出来形管理が的確、
容易に確認できるため、工事検査の時間
が短縮出来る。

検査時に不可視部分の３次元データを確
認できるため品質の担保ができる

出来形のバラツキ判断が容易にできる

出来形管理について、施工者が十分理解
できない場合がある

デメリット（工事監督）

事前調査や3次元データの作成に時間がかかるた
め、標準の準備期での準備が困難

変更が生じた場合に3次元データの修正に従来よ
り時間が必要

ドローンによる3次元測量を行う場合、雨等の気象
条件に影響を受けるため、工期の遅延が発生

従来施工とICT施工が両方含まれている場合、確
認する基準書類が増えてチェックに時間がかかる

追加工種等がある場合、新たに3次元設計データ
の作成が必要

デメリット（工事検査）

現地確認の際にICT機器の準備に時間がかかる
場合がある。

UAV測量は、現場条件（面積が小さい、構造物や

起伏が少ない）によっては、従来測量より作業時
間が長くなる

ICT活用のかかる計画書や基準書の確認が必要

になったため、確認項目が増え、検査時間が短縮
されていない。

■あり ■なし ■あり ■なし
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i-Constructionの推進について(ICTの全面的な活用) ～取組内容～

自治体向けにICT施工についての講習会を実施

○ 自治体向けにICT施工についての講習会
を実施

①i-Construction推進連絡調整会議の代表市町村を対象
に、発注者及び施工者を対象とした講習会を開催中

＜開催内容＞
・ICT施工の概要
・ICT活用工事の事例紹介
・ICT施工に関する意見交換会

②R4年度対象の地方自治体
・福井市、池田町 （福井県）
・東近江市、豊郷町 （滋賀県）（済）参加者43人
・舞鶴市、井手町 （京都府）
・堺市 （大阪府）（済）参加者40人
・淡路市、佐用町 （兵庫県）（済）参加者32人
・天理市、天川村 （奈良県）（済）参加者45人
・橋本市、九度山町 （和歌山県）

意見交換会の内容

（地方自治体より）

O 国では大規模な工事が多いと思わるが、市の工事は小規模な工事
が非常に多く、ICT工事の拡大に苦慮している。

A 国ではR4年度より1000㎥未満の施工に小型のマシンガイダンス技
術を搭載したバックホウを使用するICT小規模施工の実施要領を策
定している。当要領では出来形管理はTS等による断面管理を標準
としているが、後付けICT機器の刃先データによる出来形管理につ
いて現在、精度確認を行っており、TS等の出来形計測を省略する
施工管理案の作成を視野に入れている。

O 今後、ICT活用工事で使用する３次元設計データは発注者が作成
することになるのか。3次元設計データを施工者に提供すればICT
施工はできるのか。

A 国ではR5年度に全ての詳細設計・工事にてBIM/CIMが原則適用と
なり、3次元データを作成し活用することとなる。 ICT施工には受注
者が施工用の3次元設計データを作成する必要があるが、起工測

量結果の反映や施工ステップ等の考慮などが必要なため、施工用
の3次元設計データの作成手法について取りまとめを行う予定であ
る。

（施工者より）
O ICT建機の導入は経済的に負担が大きい。また、3次元設計データ

の作成経験が無い。他の施工業者の施工事例も紹介して欲しい。
A ICT建機導入や人材育成に関する補助金や税制・融資制度につい

て情報提供を行っている。また、近畿インフラDX推進センターにて3
次元設計データの作成やICT建機施工を行う研修を開催している。
さらには、技術的支援としてICTヘルプデスクを設置しているので活
用して欲しい。ICT施工事例についても施工者の意見を掲載し整備
局HPにて公表しているので参考として欲しい。

＜新聞報道＞
「堺市内でICT活用工事の出前講
座開く」として建通新聞（2023年1
月19日 ７面）に掲載されました。

O：意見・質問 A：回答
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近畿地方整備局
【全体最適の導入】コンクリート構造物のプレキャスト化推進の取組

113

令和４年度の取組状況
コンクリート構造物選定マニュアルの活用促進および追加工種の検討

詳細設計業務の特記仕様書へ「マニュアル活用した提案の実施」について記載することを通知済
マニュアルの使用状況調査及び課題抽出を実施中

建設コンサルタント協会近畿支部、日本建設業連合会関西支部、近畿地整各事務所にアンケートを送付
逆T擁壁・重力式擁壁の検証

令和４年度のＷＧスケジュール
２０２２年１１月第４回近畿地方整備局プレキャスト化推進ワーキンググループ
２０２３年２月第５回近畿地方整備局プレキャスト化推進ワーキンググループ

令和５年度の取組計画
コンクリート構造物選定マニュアルの改訂

令和４年度に抽出した課題に対する対応案の検討
逆T擁壁・重力式擁壁の検証
「コンクリート構造物選定マニュアル（ボックスカルバート・擁壁編（試行案））」に改訂予定

令和３年度の取組結果
コンクリート構造物選定マニュアル（ボックスカルバート・L型擁壁編（試行案））の策定（令和4年3月）

近畿地方整備局プレキャスト化推進検討会を立ち上げ、設計段階から工法選定に活用するための検討を実施
学識経験者：京都大学宮川先生、大阪工業大学井上先生、関西大学鶴田先生
業団体：（一社）日本建設業連合会関西支部、建設コンサルタンツ協会近畿支部、関西コンクリート製品協会
整備局：企画部、道路部、河川部、近畿技術事務所、出張所長・監督官連絡会

検討内容（対象：ボックスカルバート、L型擁壁）
プレキャスト製品または現場打ちの構造形式の標準的な工法選定フロー
プレキャスト製品活用時の設計・施工・維持管理の留意点の整理



（4～6月期の平均稼働件数）

（年度の平均稼働件数）
平準化率＝

【施工時期の標準化】工事における施工時期の平準化状況

【主な対応方針】
（１） 次年度発注計画作成段階において、事務所別に平準化見込値を算出し、見込値達成に向け

持続してマネジメントを実施。

（２） 発注の遅延等に対しては、翌債の活用により適切な工期設定を行い、年度末の工期を避ける。

H31 R02 R03 R04 R05

0.74 0.79 0.85 0.86
（見込値）

0.89
(目標値)
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近畿地方整備局
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977件

R3 4～6月期の平均稼働件数）

845件

R3（年間平均）

997件

R2 4～6月期の平均稼働件数）

775件 R4 4～6月期の平均稼働件数）

708件

R4（年間平均）

820件

0.74 0.79 0.85 0.86



令和４年度 取り組み状況について
（港湾・空港関係）
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近畿地方整備局港湾におけるICT・BIM/CIM活用事業の実施状況

○ 港湾におけるICT活用工事は、H29年度から浚渫工を対象として実施し、以降、基礎工、ブロック据付工、本体工※に
拡大し、着実に増加｡

○ BIM/CIM活用業務・工事は、H30年度に設計業務（杭式桟橋、臨港道路等）を対象として導入し、以降、工事
に展開し、着実に増加。

116（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋

全国の港湾におけるICT・BIM/CIM活用事業の実施状況

※ICT本体工はケーソン据付を対象としたモデル工事で近畿では対象工種なし。
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※件数は工事工程を踏まえた主な実施年度で計上。
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近畿港湾におけるICT・BIM/CIM工事の取り組み状況

１４件

近畿港湾におけるICT・BIM/CIM工事の取り組み状況

○令和２年度～、主たる工種が、浚渫工,基礎工,ブロック据付工の工事については、原則、ICT活用施工としており、
ICT活用件数としては頭打ちの状況。BIM/CIM活用については、設計から工事の段階となり、件数が増加。

117※近畿港湾ではICT本体工、ICT地盤改良候（床掘）の対象となる工事がない。



近畿地方整備局i-Construction に関する適用工種拡大

118
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局港湾における i-Constructionの取組方針

119
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局港湾における i-Construction・DXの取組イメージ

120
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【ICT活用工事】 現状

121（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【ICT活用工事】 現状

122（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【ICT浚渫工】 主な取組

123
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【ICT基礎工、ICT海上地盤改良工：床掘工】 検討概要

124（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【ICT活用工事】 普及・拡大の主な取組

125（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【BIM/CIM活用業務・工事】 現状

126
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋



近畿地方整備局【BIM/CIM活用業務・工事】 検討概要

127
（出典）港湾におけるi-Construction推進委員会 第５回（令和4年11月14日）より抜粋


